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調査対象地域地図 

 

 



ii 

調査中の写真 

ボケオ県のパイロットサイト 

  

サイト全景 施工状況 

  

侵食と後背地の状況 事業を説明する看板 

  

カウンターパートによる説明 メコン柳のポット 
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使用した竹のフロート タイの石炭業者による石積水制工 

  

道路保全のための護岸 道路保全のための護岸 

 

ビエンチャンでの調査の様子（Ban Dongphosi Site、開発調査時のサイト） 

  

セミナーで活用された粗朶沈床 研修施設の外観 
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ビエンチャンでの調査の様子（Wat Chom Cheng、フェーズ１のサイト） 

 

標準断面図 乾季時にはヘチマが栽培される 

ビエンチャンでの調査の様子（Sibounheuang Site、開発調査、フェーズ１のサイト） 

 
ふとんかご 2008 年洪水後の盛土 

 

対岸（タイ側）の施工状況  
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略語一覧集 

略 語 英語 日本語 
ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 
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International Development 
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DoW Department of Waterways 河川局 
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公共事業局 

EIA Environmental Impact Assessment 環境影響評価 
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Technische Zusammenarbeit（ドイツ語） 
ドイツ連邦政府技術協力機関 
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Institute - Japan 

（社）国際建設技術協会 

JICA Japan International 
Cooperation Agency 

（独）国際協力機構 

LDC Least Developed Country 後発開発途上国 
MPI Ministry of Planning and Investment 計画投資省 
MPWT Ministry of Public Works 

and Transport 
公共事業省 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 
M/P Master Plan マスタープラン 
OJT On-the-Job Training オン・ザ・ジョブ・トレーニング 
PDM Project Design Matrix プロジェクトデザインマトリックス 
PO Plan of Operation 活動計画表 
R/D Record of Discussion 討議議事録 
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調査結果要約表（和文） 

１．案件の概要 

国名：ラオス 案件名：河岸侵食対策技術プロジェクト フェーズ 2

分野：水資源・防災－総合防災 協力形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 協力金額（評価時点）：376,288 千円 

協力期間 
（実績） 

2010 年 11 月～2014 年 9 月

（4 年間） 
先方関係機関：公共事業省河川局 

日本側協力機関：特になし 

１－１ 協力の背景と概要 
公共事業省は、計画目標年 2020 年の河岸侵食対策マスタープランを日本の協力を得て作成し、

同プランにそって、ラオス政府は我が国に対して河川伝統工法による河岸侵食対策に関する技術協

力プロジェクトの実施を要請した。ビエンチャン特別市を対象にした「河岸侵食対策技術プロジェ

クト（フェーズ 1）」は 2005 年から 2007 年にかけて実施され、フェーズ 1 の取り組みを継続する

「河岸侵食対策技術プロジェクト フェーズ 2（本プロジェクト）」を 2009 年に要請し、日本政府

はこの要請を採択した。その結果、本プロジェクトに関する詳細計画策定調査の協議議事録は 2010
年に、討議議事録は 2010 年 7 月に署名され、協力期間を 2010 年 10 月から 2014 年 9 月として実施

されることとなった。 
１－２ 協力内容 
・上位目標 

ターゲットグループ以外の県公共事業局担当職員が低コストで環境負荷の小さい河岸侵食対

策を実施できるようになる。 
・プロジェクト目標 

ターゲットグループ1職員が低コストで環境負荷の小さい河岸侵食対策事業を実施できるよう

になる。 
・成果 

① 河岸侵食対策の調査、計画に関する能力が向上する。 
② 河岸侵食対策の設計、施工に関する能力が向上する。 
③ 河岸侵食対策のモニタリング、評価および維持管理に関する能力が向上する。 
④ 河岸侵食対策を有効に実施する上で必要な幅広い河川工学知識を修得する。 

・投入（中間レビュー時点）： 
【日本側】 
専門家派遣                    8 名 
2010、2011 年度までのプロジェクト予算実績額   168,347 千円 
本邦研修員                    1 回（合計 3 回のうち） 

【ラオス側】 
カウンターパート配置  12 席（配置数は 13 名） 
専門家の執務室、光熱費、その他活動予算（ラオス側参加者の日当・宿泊代を含む） 

                                                        
1 本プロジェクトは、ボケオ県、ルアンパバン県、ボリカムサイ県の 3 県をパイロット・プロジェクト実施地として

いる。また、フェーズ 1 が実施されたビエンチャン特別市もモニタリング活動を中心に、本プロジェクトの支援対象

に含まれている。 
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２．評価調査団の概要 

調査者 

総括： 中曽根愼良 地球環境部水資源・防災グループ防災第一課 課長 
技術評価： 菊田友弥 地球環境部水資源・防災グループ防災第一課 主任調査役

評価企画/防災： 田中有紀 地球環境部水資源・防災グループ防災第一課 職員 
評価分析： 三谷絹子 アイ・シー・ネット（株） コンサルタント 

調査期間 2012 年 5 月 8 日～5 月 25 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 進捗・実績の確認 

求められる能力 
ベースライン

（点） 
1 年次 
（点）* 

目標 
（点） 

進捗** 

1 プロジェクトへ

の取り組み姿勢 
20（中央） 
20（県） 

25（中央） 
20（県） 

75 
（中央・県）

中央レベルでは向上したが、県

レベルでは変化なし。 

2 水文学、水理学、

河川工学等の基

礎知識 

17.5（中央）

10（県） 
22.5（中央）

12.5（県） 
75 

（中央・県）

中央・県それぞれのレベルで左

記の能力がやや向上した。 

3 現場における応

用能力 
10（中央） 
10（県） 

25（中央） 
50（県） 

75 
（中央・県）

中央レベルでは左記の能力が

やや向上した。県レベルでは大

幅な向上があった。 

4 護岸設計に関す

る能力 
5（中央） 
10（県） 

25（中央） 
25（県） 

75 
（中央・県）

中央・県それぞれのレベルで左

記の能力がやや向上した。 

5 測量に関する能

力 
10（中央） 
25（県） 

50（中央） 
50（県） 

75 
（中央・県）

中央レベルでは左記の能力が

大幅に向上した。県レベルでは

やや向上された。 

6 モニタリングに

関する能力 
5（中央） 
0（県） 

5（中央） 
0（県） 

75 
（中央・県）

変化なし。 

7 維持管理に関す

る能力 
5（中央） 
5（県） 

5（中央） 
5（県） 

75 
（中央・県）

変化なし。 

8 施工監理に関す

る能力 
47.5（中央）

37.5（県） 
該当なし 75 

（中央・県）

ベースラインを 2 年次に調査・

設定した。 
*1 年次の評価結果（点数）は 2011 年 5 月時点の状態を示す。 
**40 点以上は大幅に向上している、20 点以上 40 点未満は中程度に向上している、5 点以上 20 点未満はやや向上

している、と設定する。 

 
３－２ 評価結果の要約 
・妥当性 

本プロジェクトの目的は、ラオス政府の政策や開発計画と合致している。また、日本政府（JICA
含む）の対ラオス国別支援方針と JICA の対ラオス国事業展開計画とも整合している。よって、

本プロジェクトの妥当性は高い。 
・有効性（見込み） 

本プロジェクトは、終了までにプロジェクト目標を達成させる見込みがあり、有効性はやや高
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めである。一方、日本・ラオス側双方のプロジェクトメンバー間、中央・地方レベルのメンバー

間のプロジェクトへの直接関与度には改善の余地がある。さらには、今後財政面と人的支援面で

公共事業省河川局からの安定的な支援体制を構築するためには、公共事業省幹部、河川局全体と

プロジェクトの協力関係を強化することが求められる。 
・効率性 

プロジェクトの活動はほぼ計画通りに進んでいるため、期待される成果の達成度はやや高いと

判断できる。日本側の投入はおおよそ R/D にそって実施されている。ラオス側の投入は、プロ

ジェクト開始当初多少の混乱があったものの、中間レビュー時においてはほぼ計画通りに実施さ

れている。 
・インパクト（見込み） 

プロジェクト終了後の発現が見込まれる正負のインパクトについて確認した。本プロジェクト

は終了までの残りの 2 年間で、ラオス側が独自に河岸侵食対策を行うための技術及び体制を構築

することが重要である。 
・持続性（見込み） 

本プロジェクトの持続性は、組織・制度面、技術面、財務面から評価し、中程度と判断

できる。ラオス側の財政面（特に交通費などを含む活動予算の配分の現状と今後の配分見込み）

に関しては課題が残ると言える。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
・計画内容に関すること 

本プロジェクトで導入する河岸侵食対策工として選択された工法は、河岸侵食対策に加えて環

境に低負荷であり、低コストである。同工法の導入によって短期的・一時的ではあるが地元住民

の雇用創出にも繋がる等副次的な効果がある。地元の女性の雇用創出にも寄与されるため若干の

ジェンダー配慮もなされている。 
・実施プロセスに関すること 

パイロット・プロジェクトの実施予算は日本とラオス双方のコストシェアが計画され、実施中

である。このような先方政府とのコストシェア体制の確立はラオス側のオーナーシップとコミッ

トメントレベルの向上に寄与している。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
・計画内容に関すること 

本プロジェクトの計画時に、河川局以外の河岸侵食対策に関係する部署・機関との連携体制の

構築がなされなかった。持続性とインパクトを確保するためには、水資源・環境省傘下の気象水

文局、世界銀行やアジア開発銀行等の他援助機関との協調が重要である。 
・実施プロセスに関すること 

これまでの日本の支援（例：開発調査、フェーズ 1）で作成された成果品のマニュアルは、ラ

オス国内で広く普及していない状況である。河川局職員向けの能力向上を目的とした研修体制が

確立していないことが、普及活動が遅れている要因の一つと考えられる。上記で示したマニュア

ルなどは河川局職員の能力強化には有効な教材である。プロジェクト実施中、そして終了後にお
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いて、研修体制が整備されることが求められる。 
 
３－５ 結論 
評価 5 項目の観点からの本プロジェクトの評価結果は以下の通りである。 

・妥当性は高い。 
・有効性（見込み）はやや高い。 
・効率性もやや高い。 
・インパクト（見込み）に関しては、本プロジェクトの上位達成に向けて、正と負双方の要因が確

認された。 
・持続性（見込み）は中程度。 
 
３－６ 提言（本プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
・地方展開に向けたラオ語でのマニュアル作成の重要性 
・パイロット・プロジェクトにおける教訓のとりまとめ及び活用の重要性 
・河岸侵食対策実施に係る調査・計画段階からの地方職員の関与の重要性 
・効果的なプロジェクト実施に係る意見交換の重要性 
・プロジェクト活動の持続可能性の観点からの予算確保の重要性 
 ①カウンターパートの日当・宿泊及び交通費の確保 
 ②モニタリング・メンテナンスに必要な予算確保 
・人材育成に係る体制整備の重要性 
 
３－７ 教訓 
・コストシェアによる先方政府のオーナーシップの発現 

コストシェアに関し、ラオス側が負担する比率を年次ごとに徐々に大きくする計画となってお

り、現時点では予算確保が適切になされている。先方政府のオーナーシップの発現や持続可能性

の観点から、他案件でも参考にされたい。 
・セクターを超えたプロジェクトの裨益効果 

本プロジェクトで実施している河岸侵食対策工は、河岸侵食対策に加えて環境に優しく、対策

後の河川には魚が増え、低コストで、雇用創出にも繋がる等副次的な効果がある。女性でも工事

の過程に携わることができるため、ジェンダーの観点からも評価される。主目的に加え、副次的

な効果の発現を通して成果拡大に繋がっている良い事例であることから、プロジェクト・デザイ

ンの参考にされたい。 
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調査結果要約表（英文） 

1．Outline of the Project 
Country: Lao People’s Democratic Republic 
(Lao P.D.R.) 

Project Title: The Project on Riverbank Protection 
Works Phase II 

Issue/Sector: Environment/Disaster 
Management 

Cooperation Scheme: Technical Cooperation 

Division in Charge: Disaster Management 
Division 1, Water Resources and Disaster 
Management Group, Global Environment 
Department 

Total Cost (at the time of mid-term review)：376,288 
thousand JPY 

Period of 
Coopera
tion 

Project Period: 
November 2010 – September 
2014 (4 years) 

Partner Country’s Implementation Organization: 
Department of Waterways (DoW), Ministry of Public 
Works and Transport (MPWT) 
Supporting Organization in Japan: 

1-1 Background of the Project 
A Master Plan (M/P), which was developed by MPWT with JICA’s assistance.  The M/P was on 
riverbank protection, and sets 2020 as the target year for completing necessary river protection 
measures in critical areas in Laos.  Based on the M/P, the Government of Lao P.D.R. (GOL) requested 
to the Government of Japan (GOJ) a technical cooperation project to improve ability to conduct and 
maintain riverbank protection measures using traditional methods.  “The Technical Cooperation Project 
on Riverbank Protection Works in Lao P.D.R. (Phase I)” was implemented from 2005 to 2007.  As a 
follow-up to Phase I, the GOL requested the GOJ to plan and implement the second phase of the 
Project on Riverbank Protection Works (the Project) in 2009.  In response to the request, the GOJ 
agreed to implement the Project.  The Minute of Meetings of the Project was signed in March 2010, 
and the Record of Discussion (R/D) of the Project in July 2010.  The duration of the Project was 
planned for four years – October 2010 to September 2014. 
1-2 Project Overview 
(1) Overall Goal 
The other provincial Department of Public Works and Transport (DPWT) staff, besides the target group, 
will be able to implement low cost and environmentally friendly protection measures against riverbank 
erosion. 
 
(2) Project Purpose 
The staff of the target group2 (the Staff) will be able to implement low cost and environmentally friendly 
protection measures against riverbank erosion. 
 
(3) Outputs 
1. Capacity of the Staff on survey and planning for riverbank protection works is improved. 
2. Capacity of the Staff on design and construction for riverbank protection works is improved. 
3. Capacity of the Staff on monitoring, maintenance, and evaluation for riverbank protection works is 

improved. 
4. The Staff acquire the wider knowledge on riverbank engineering that contributes to more effective 

and efficient riverbank protection measures. 

                                                        
2 The Project covers the following 3 provinces as pilot project sites: Bokeo, Luangprabang and Bolikhamxay.  Vientiane Capital 
is also covered in the Project for the purpose of monitoring of the riverbank protection measures installed during Phase I. 
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(4) Inputs (at the time of mid-term review) 
【Japanese side】 

Experts         8 persons Project Cost  168.3 million JPY (FY2010,2011) 
Counterpart training  1 time (out of 3 times)  

 

 
【Lao side】 

Counterpart 12 positions (13 persons including one person who has been replaced assigned) 
Facility Office space, utilities, and other activity costs such as daily allowance and 

accommodation 
 
2．Evaluation Team 
Member
s of 
Evaluati
on Team 

 Mr. Hideo Miyamoto (Team Leader): Senior Advisor to the Director General, Water 
Resources and Disaster Management Group, Global Environment Department, JICA 

 Mr. Tomoya Kikuta (Member-Technical Evaluation): Deputy Director, Disaster 
Management Division 1, Water Resources and Disaster Management Group, Global 
Environment Department, JICA 

 Ms. Yuki Tanaka (Member-Planning and Coordination): Program Officer, Disaster 
Management Division 1, Water Resources and Disaster Management Group, Global 
Environment Department, JICA 

 Ms. Kinuko Mitani (Member-Evaluation Analysis): Consultant, IC Net Limited 
Period May 8 – 25, 2012 Type of Evaluation: Mid-term Review 
3．Results of Evaluation 
3-1 Progress of the Project 

Required Ability Baseline 
(points) 

First Year* 
(points) 

Target  
(points) Progress 

1. Participating attitude to 
the Project 

20 (MPWT) 
20 (DPWT) 

25 (MPWT) 
20 (DPWT) 

75   PWT 
and DPWT 
levels) 

Improving slightly at central 
level, and no change at 
provincial level 

2. Basic knowledge on 
hydrology, hydraulics, 
and river engineering 

17.5 (MPWT)
10 (DPWT) 

22.5 (MPWT)
12.5 (DPWT) 

75 (MPWT and 
DPWT levels) 

Improving slightly at central 
and provincial levels 

3. On-site practical abilities 10 (MPWT) 
10 (DPWT) 

25 (MPWT) 
50 (DPWT) 

75 (MPWT and 
DPWT levels) 

Improving slightly at central, 
and significantly at provincial 
level 

4. Ability in design 5 (MPWT) 
10 (DPWT) 

25 (MPWT) 
25 (DPWT) 

75 (MPWT and 
DPWT levels) 

Improving slightly at central 
and provincial levels 

5. Ability in river survey 10 (MPWT) 
25 (DPWT) 

50 (MPWT) 
50 (DPWT) 

75 (MPWT and 
DPWT levels) 

Improving significantly at 
central level, and slightly at 
provincial level 

6. Ability in monitoring 5 (MPWT) 
0 (DPWT) 

5 (MPWT) 
0 (DPWT) 

75 (MPWT and 
DPWT levels) 

No change 

7. Ability in maintenance 5 (MPWT) 
5 (DPWT) 

5 (MPWT) 
5 (DPWT) 

75 (MPWT and 
DPWT levels) 

No change 

8. Ability in construction 
supervision 

47.5 (MPWT)
37.5 (DPWT) 

N.A. 75 (MPWT and 
DPWT levels) 

The baseline was identified in 
the second year of the project 
implementation. 

*The scores for the first year were assessed in May 2011. 
**Significantly indicates increased by more than 40 points), fairly more than 20 and less than 40 points, 
slightly more than 5 less than 20 points. 
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3-2 Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 
The relevance of the Project is high since the project objectives not only remain consistent with the 
development policy but also are in line with needs of the GOL.  Similarly, the Project is consistent with 
the assistance policy of the Japanese Government including JICA for Laos. at the time of mid-term 
review. 
 
(2) Effectiveness (Prospects) 
The effectiveness of the Project is relatively high since the project purpose is expected to be achieved 
before the project termination.  However, there are rooms for improvement in particular to allocation 
of adequate funds for carrying the planned activities, and coordination and communication among the 
project members, with staff members from DoW as well as other development partners that are working 
in the field of riverbank protection in Laos. 
 
(3) Efficiency 
The achievement levels of the outputs are relatively high since the Project is carrying out the activities 
as planned for the most part.  The inputs from Japanese side have been provided as stated in the R/D 
for the most part.  The inputs from Lao side have also been provided as planned for the most part 
despite that there were some issues at the beginning of project commencement. 
 
(4) Impact (Prospects) 
The Project has two more years to establish a systematic mechanism for dissemination of low-cost and 
environmentally friendly riverbank protection measures throughout the country under the strong 
leadership of MPWT and DoW. 
 
(5) Sustainability (Prospects) 
Sustainability was assessed with view point of the following aspects: organizational and policy 
aspects, technical aspect, and financial aspect.  Based on the assessment below, sustainability of 
the Project was fair at the time of mid-term review. 
 
3-3 Factors Promoting Better Sustainability and Impact 
(1) Factors concerning to Planning 
Riverbank protection measures selected and applied in the Project are low cost and environmentally friendly.  
These measures are contributing to creation of short-term and temporarily employment opportunities (both 
men and women) at community level.  Hence, these measures are also gender friendly. 
 
(2) Factors concerning to Implementation Process 
Cost sharing for implementation of pilot projects is planned, and is under implementation.  
Establishment of cost sharing under the Project is found to be a factor to increase ownership and 
commitment levels of Lao side. 
 
3-4 Factors Inhibiting Better Sustainability and Impact 
(1) Factors concerning to Planning 
Official collaboration mechanism with key department(s)/Ministry and other development partners was 
not given careful thought during the planning stage of the Project.  To secure sustainability and impact, 
it is critical to involve the Department of Meteorology and Hydrology under Water Resource and 
Environment Administration, and other development partners such as the World Bank and Asian 
Development Bank. 
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(2) Factors concerning to Implementation Process 
The manuals prepared in the Development Study, Phase I and Phase II are not yet disseminated widely 
to all concerned personnel in Laos.  An organized mechanism for capacity development of DoW staff 
members is not fully operationalized in Laos, which can be a good vehicle for utilizing the manuals by 
Lao side during and after the project implementation. 
 
3-5 Conclusion 
Based on the results of five evaluation criteria as shown below, the Team assessed the achievement 
level of the project purpose is relatively high although sustainability of the Project is fair. 
 
3-6 Recommendations 
 Importance of producing manuals in Lao language 
 Importance of utilization of the lessons learned from the pilot projects 
 Promotion of involving DPWT staff members for planning and survey 
 Importance of effective communication 
 Importance of securing adequate budget 
 Importance of institutionalizing a system for capacity development 
 
3-7 Lessons Learned 
 Cost sharing leading to increase the ownership of the counterparts and the project’s sustainability: 

MPWT secured construction cost properly.  It is expected that the rate of cost sharing will be 
enlarged for Lao side in the next two years.  It is highly recognized from view points of the 
counterparts’ strong ownership and the project’s sustainability. 

 Effectiveness to other sectors: the measures introduced by the Project are low cost and 
environmentally friendly.  Furthermore, these measures are contributing for increase of fish in the 
Mekong River, where the riverbank protection measures were applied with assistance from 
Japanese side.  Similarly, the measures are not only creating employment opportunities at local 
level, but also functioning properly to reduce riverbank erosion.  Female community members in an 
area that the riverbank protection measures were taken worked as on-site construction workers.  
Therefore, this finding is highly valued from a view point of gender.  These measures are good 
examples to meet both the original purpose and other purposes related to gender and employment 
issues. 
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第1章 中間レビュー調査の概要 

1-1 プロジェクトの背景 

ラオス人民民主共和国（以下、「ラ」国という。）は、ヒマラヤ水系であるメコン河に面し、中国や

タイ国など隣国との水運交通により発展を遂げてきた。メコン河流域では、河岸侵食による土地の崩

壊や流失の被害が発生しており、最も深刻な箇所では 1 年で 20 メートルの河岸後退が生じている。 

このような状況下、公共事業省（当時は通信運輸郵政建設省）に派遣された JICA 専門家が低コス

トで事業継続性に有利な河川伝統工法の技術移転を提案し、試験施工を行った。その後（社）国際建

設技術協会による粗朶沈床工の試験施工を経て、「ラ」国は低コストで入手可能な国内資源を利用し

て施工可能な河川伝統工法による河岸侵食対策のマスタープラン作成を我が国に要請し、JICA は

2001 年 11 月から約 3 年にわたり開発調査「ビエンチャン市周辺メコン河河岸侵食対策計画調査」（以

下、「開発調査」という。）を実施した。 

「開発調査」では、河川伝統工法によるパイロット事業が実施され、また首都ビエンチャン市にお

ける計画目標年 2020 年の河岸侵食対策マスタープランが策定された。この計画に基づき、「ラ」国政

府は我が国に河川伝統工法による河岸侵食対策に関する技術協力プロジェクトを要請し、2005 年 1
月から約 2 年間にわたり「河岸侵食対策技術プロジェクト」（以下、「フェーズ１」という。）を実施

した。 

「フェーズ１」では、河川伝統工法による河岸侵食対策が実施され、首都ビエンチャン市において

地元住民の参加も得ながら着実な成果を挙げた。しかし、ここで実施された対策工は、「開発調査」

で提案された工法および設計に基づいており、中央政府である公共事業省が単独で新たな河岸侵食対

策事業を展開していくのは難しい状況にある。また、「開発調査」と「フェーズ１」の取り組みによ

り、現在では公共事業省の下に河川局河岸侵食対策・治水部が設置され、現在 6 名の職員が配置され

ているが、地方政府を適切に指導・監督して、河川伝統工法の全国普及を主導する能力は必ずしも十

分に備わっていない。他方、地方政府においては、粗朶沈床工法など伝統的工法による河岸侵食対策

の有効性については認識しているものの、十分な知識や技術は有しておらず、専門技術の修得が課題

となっている。 

かかる状況に鑑み、「ラ」国政府は我が国に対し、伝統的な河岸侵食対策工法を全国に普及展開す

るため、公共事業省河川局および地方県公共事業局の職員の能力向上を主たる目的とした技術協力プ

ロジェクトを 2009 年に要請した。我が国は要請を採択し、JICA は 2010 年 2 月から 3 月にかけて詳

細計画策定調査団を派遣し調査を実施した結果、本プロジェクトの実施は妥当であると判断され、今

般 2010 年 7 月に締結された討議議事録（R/D）に基づき、実施されることとなった。 

1-2 プロジェクト概要 

（１） プロジェクト期間：2010 年 11 月 1 日～2014 年 10 月 31 日 
（２） カウンターパート機関：公共事業省（Ministry of Public Works and Transport :MPWT）河川局

（Department of Waterways :DoW） 
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（３） 上位目標：ターゲットグループ以外の県公共事業局担当職員が低コストで環境負荷の小さい

河岸侵食対策を実施できるようになる。 
（※ターゲットグループ：公共事業省河川局、ビエンチャン市公共事業局、ボケオ県公共事

業局、ルアンパバン県公共事業局、ボリカムサイ県公共事業局） 
（４） プロジェクト目標：ターゲットグループ職員が低コストで環境負荷の小さい河岸侵食対策事

業を実施できるようになる。 
（５） 成果 

① 河岸侵食対策の調査、計画に関する能力が向上する。 
② 河岸侵食対策の設計、施工に関する能力が向上する。 
③ 河岸侵食対策のモニタリング、評価および維持管理に関する能力が向上する。 
④ 河岸侵食対策を有効に実施する上で必要な幅広い河川工学知識を修得する。 

 

1-3 調査団派遣の目的 

（１） R/D, PDM 等に基づき、活動実績、成果、計画達成度等のプロジェクト進捗状況を確認し、課

題と問題点の整理を行う。 
（２） JICA 事業評価ガイドラインに基づき 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）

の観点からプロジェクトが順調に成果発現に向けて実施されているか評価する。評価結果に

よっては、PDM の見直しを行う。 
（３） プロジェクトの残りの協力期間における対応について提言を取りまとめる。 
（４） 上記の評価結果及び提言の内容を取りまとめ、先方実施機関と協議の上、合意形成をし、ミ

ニッツ署名により確認する。 
 

1-4 調査日程 

2012 年 5 月 8 日（火）から 5 月 25 日（金）まで（詳細は別添資料 1 のとおり。） 

1-5 団員構成 

No. 名前 担当 所属 

1 宮本 秀夫 総括 JICA 地球環境部参事役 

2 菊田 友弥 技術評価 JICA 地球環境部防災第一課 

3 田中 有紀 評価企画／防災 JICA 地球環境部防災第一課 

4 三谷 絹子 評価分析 アイ・シー・ネット 

5 Mr. KhamSeng ALY 「ラ」国側合同評価者 公共事業省河川局 
河岸侵食対策・治水部部長代理 
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第2章 評価の項目と方法 

2-1 主な調査項目と情報・データ収集方法 

（1） 主な調査項目 
 1） 実績確認と実施プロセスの把握 

① 日本・ラオス双方の投入、プロジェクトの活動進捗、プロジェクトの成果とプロジェクト目

標の達成見込み度合いを確認した。 
② プロジェクトの進捗は、専門家（日本側のプロジェクトメンバー）やカウンターパート（ラ

オス側のプロジェクトメンバー）による自己評価にそって、適切な活動が実施されたかを確

認した。 
 
 2） 評価 5 項目による評価 

上記 1）で確認されたプロジェクトの進捗や実施プロセスについて、別添資料 2 で示す評価グ

リッドに沿って、以下の 5 つの観点（評価 5 項目）から評価を行った。 

① 妥当性：プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標）が、受益者のニーズに合致

しているか、相手国と日本側の政策との整合性はあるかなどを問う視点。 
② 有効性（見込み）：プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたら

されているか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 
③ 効率性：主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか

（あるいは、されるか）を問う視点。 
④ インパクト（見込み）：プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波

及効果を見る視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 
⑤ 持続性（見込み）：プロジェクトが終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続されるか、

その見込みを問う視点。 
 
 3） 総括（結論） 

上記評価 5 項目による評価結果を受けて、プロジェクトの総括として総合判定を行った。 

 4） 教訓及び提言 
① 上記結論に基づき、プロジェクトや関係機関に対し、教訓を示し提言を行った。 
② 上記結論に基づき、他の類似プロジェクトや将来開始される予定のプロジェクトの発掘・形

成に参考になることがらを取りまとめた。 
 
（2） 情報・データ収集方法 
 1） 文献資料調査 

討議議事録（Record of Discussion: R/D）、事業実施報告書等の既存の文献・報告書や、その他プ

ロジェクトが作成した資料などから必要な情報を収集した。 

 2） 質問票調査 
事前に質問票を作成して、専門家とカウンターパートに配布し、情報収集を行った。 
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 3） 現地視察 
本プロジェクトはパイロット・プロジェクトを 3 県（ボケオ県、ルアンパバン県、ボリカムサ

イ県）にて実施する予定であり、中間レビュー調査では、施工工事が一時中断中のボケオ県の工

事現場及びボリカムサイ県の施工工事予定地にて視察を行った。加えて、2001 年から 2004 年に

JICA が実施した「ビエンチャン市周辺メコン河河岸侵食対策計画調査（開発調査）」と 2005 年か

ら 2007 年に実施された「河岸侵食対策技術プロジェクト（フェーズ 1）」の対象サイト（ビエン

チャン特別市内）においても現地視察を行った。 

  

ボリカムサイ県の工事予定地（2012 年 5 月） ボケオ県の工事現場の様子（2012 年 5 月）
 
 4） インタビュー調査 

本プロジェクトの専門家、カウンターパート、本邦研修の受講生、JICA ラオス事務所職員、プ

ロジェクトで必要な水文データを観測・所有している気象水文局などに対してインタビューを行

い、プロジェクトの実績と活動プロセス、関係機関の流域管理に関する今後の方針などの情報を

収集・整理した。世界銀行とアジア開発銀行においては、それぞれのインフラ整備分野の担当者

への対ラオス支援方針に関する聞き取り、本プロジェクトとの今後の連携の可能性などに関する

意見交換を行った。なお、今回の現地調査を通じてメコン川委員会（ラオス国内の窓口である天

然資源省傘下の責任部署を含む）への聞き取り調査の必要が明らかになったが、時間の制約上イ

ンタビューは実施できなかった。 

（3） データ分析方法 
上記のデータ収集により得られた情報（定量データ・定性データ）は、評価 5 項目ごとに分析

された。 

2-2 合同中間レビュー調査 

今回の中間レビュー調査は、日本とラオスによる合同調査であった。以下に示すようにラオス側 1
人、日本側 4 人、合計 5 人のメンバーで中間レビュー調査を実施した。 

（1） ラオス側のメンバー 

役割 氏名 所属／役職 

メンバー Khamseng Aly 公共事業省河川局河岸侵食対策・治水部 副部長 

 
 



 

2-3 

（2） 日本側のメンバー 

役割 氏名 所属／役職 

総括 宮本 秀夫 JICA 地球環境部水資源・防災グループ 参事役 

技術評価 菊田 友弥 JICA 地球環境部水資源・防災グループ防災第一課 職員 

評価企画/防災 田中 有紀 JICA 地球環境部水資源・防災グループ防災第一課 職員 

評価分析 三谷 絹子 アイ・シー・ネット（株） コンサルタント 
 

2-3 各県のカウンターパートからの情報収集 

時間的な制約から、カウンターパート全員に対してインタビューを行うことはできなかったが、パ

イロット・プロジェクトが実施される 3 県のうち、ボケオ県とボリカムサイ県に属するカウンターパ

ート（合計 4 人）へのインタビューを実施した。なお、ルアンパバン県でのパイロット・プロジェク

トは 3 年次から直接的な活動が開始されるため、同県に属するカウンターパート（合計 2 人）へのイ

ンタビューは今回の調査では実施しないこととし、必要な情報は質問票を通じて収集した。 
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第3章 進捗の確認 

3-1 プロジェクトの枠組み 

本プロジェクトの詳細計画策定調査時点での実施予定期間は 2010 年 10 月から 2014 年 10 月（4 年

間）であったが、実際には 2010 年 11 月に開始され、2014 年 9 月に終了する予定となっている。プ

ロジェクトの直接的受益者は、公共事業省河川局と県公共事業局の技術スタッフの一部であり、間接

的受益者はカウンターパート以外で河川管理業務に従事する公共事業省河川局と全国の県公共事業

局に属する技術スタッフである。 

本プロジェクトでは活動開始以降、プロジェクト・デザイン・マトリクス（Project Design Matrix: 
PDM）の見直しを一度行っている（詳細計画策定調査時点が PDM バージョン 0 であり、見直しを行

ったものが PDM バージョン 1 である）。バージョン 1 の成果達成度を測るための指標（目標値 75 点）

は、案件を実施する中で専門家及びカウンターパートが協議の上定めた指標であり、プロジェクト終

了までに本目標値を達成することで、プロジェクト目標の達成が出来ると判断した指標である。今回

の調査はバージョン 1 にそって、進捗の確認を行った。なお、バージョン 1 は、専門家及びカウンタ

ーパート間で共通見解を得ていたものの、JCC における正式承認が未了であったため、2012 年 5 月

24 日に実施された合同調整委員会（Joint Coordination Committee: JCC）会合にて正式承認された。詳

細は「表 3-2 プロジェクトの成果と指標－バージョン 0 とバージョン 1」に記す。 

本プロジェクトの上位目標は、「ターゲットグループ以外の県公共事業局担当職員が低コストで環

境負担の小さい河岸侵食対策を実施できるようになる」で、この目標と指標に変更はない。 

プロジェクト目標は、「ターゲットグループ職員が低コストで環境負担の小さい河岸侵食対策を実

施できるようになる」で、上位目標同様、目標と指標に変更はない。本プロジェクトが目指す低コス

トで環境負担の小さい河岸侵食対策を実施するために紹介された河川伝統工法の機能と構造分類は

表 3-1 のとおりである。 

表 3-1 河川伝統工法の機能と構造分類 

工法 機能分類 機能概要 構造分類 構造概要 
護岸 法覆工 河岸の法面を流水に

よる侵食や、流木等
の直接衝撃から防御
する。 

芝付工 法面に芝を植え付けて法面を防御する。 
羽口工 堤防の法面（羽口）や「土出し」の水当たりの部分を

保護するために萱、粗朶（刈り取った樹の枝等）、玉
石、土俵などで覆って法面を防御する。 

法棚工 粗朶で棚を格子状に組み、格子の中に土砂や砂利を敷
き詰めて法面を覆い、防御する工法。 

籠工 籠を組み、籠の中に玉石、割石や砂利を詰めたもので
法面を覆い防御する工法。 

石積工・
石張工 

法勾配が 1割から 3割の範囲の堤腹あるいは河岸に適
用する場合が多い。ただし、越水堤のようなものは全
部石張りを行う。この工法は法面に石を積んで覆う場
合と、石を張って（一般に法勾配が 1：1 より緩い場
合を張ると呼ぶ）覆う場合がある。 

法留工 洪水の洗掘を考慮し
て、法覆工を支持す
る。 

土台 法面の法先に土台を設けて法面を支持する。 
棚工 法先に棚を設け、その裏側に土砂や石を詰めて法面を

支持する。 
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枠工 棚工の杭が前方に傾倒することを防ぐために後方に
控え杭を打ち込み、杭を木や鉄線などで連結して枠を
組み補強する。 

根固 根固工は、局所的な
河床洗掘などの河床
変動等を考慮し、法
留工の安定を図る。 

捨石工 
寄石工 

護岸前面に大きな割石や玉石を投入（捨石）あるいは
大玉石のみ河岸に引き寄せ（寄石）て、局所洗掘等の
河床変動から法留工を防御する。施工は極めて簡単で
あるが効果は大きい。 

沈床工 粗朶等に石材を詰めて水中に沈め、局所洗掘等の河床
変動から法留工を防御する。沈床工は水制工の基礎と
しても使われる。 

水制 水制工 水制工は、水流に対
して粗度要素とな
り、流速を減少させ
河岸を侵食から防御
する。あるいは、水
流に対して直接障害
物となり、水流の方
向を変化させること
により河岸を防御す
る。 

牛類 砂礫で構成される河床では杭打ちが困難であるため、
木材で山稜形の枠を組み、転倒しないように蛇籠で押
さえる透過性の水制である。牛は稲束を乾燥するため
の棚木（牛）が原形といわれ、河川の特性に応じて種々
発達してきた。 

枠類 枠類も牛類と同様に砂礫で構成される河床の杭打ち
が困難なことに対応するために、木材で枠を組み、そ
の中に玉石を詰めた不透過性の水制である。 

出し類 河心方向に突き出す工法。小石、土、杭等の材料によ
って多くの工法がある。 

出典：河川伝統工法導入の考え方、河川環境総合研修所報告第 10 号（2004 年）－本プロジェクトのインセプション

レポート（2010 年） 
 
詳細計画策定調査時点では 4 つの期待される成果が設定された。これらの成果に対する指標が改訂

され、表 3-2 のとおりカウンターパートが目指す目標値が 75 点に設定された。 

表 3-2 プロジェクトの成果と指標－バージョン 0 とバージョン 1 

番号 成果 PDM バージョン 0 PDM バージョン 1 
1 河岸侵食対策の調

査、計画に関する
能力が向上する。 

カウンターパート職員全員
の河岸侵食対策工の調査、計
画に関する理解度が目標値
を達成すること。 

カウンターパート職員全員の河岸侵
食対策工の調査、計画に関する理解度
が日本人専門家の評価に基づき 75 点3

（目標値）を達成すること。 
2 河岸侵食対策の設

計、施工に関する
能力が向上する。 

カウンターパート職員全員
の河岸侵食対策工の設計、施
工に関する理解度が目標値
を達成すること。 

カウンターパート職員全員の河岸侵
食対策工の設計、施工に関する理解度
が日本人専門家の評価に基づき 75 点
（目標値）を達成すること。 

3 河岸侵食対策のモ
ニタリング、評価
と維持管理に関す
る能力が向上す
る。 

カウンターパート職員全員
の河岸侵食対策工のモニタ
リング、評価と維持管理に関
する理解度が目標値を達成
すること。 

カウンターパート職員全員の河岸侵
食対策工のモニタリング、評価と維持
管理に関する理解度が日本人専門家
の評価に基づき 75 点（目標値）を達
成すること。 

4 河岸侵食対策を有
効に実施する上で
必要な幅広い河川
工学知識を修得す
る。 

カウンターパート職員全員
の河岸侵食に関係する河川
管理や河川工学に関する理
解度が目標値を達成するこ
と。 

カウンターパート職員全員の河岸侵
食に関係する河川管理や河川工学に
関する理解度が日本人専門家の評価
に基づき 75 点（目標値）を達成する
こと。 

 
なお、プロジェクトの活動と外部要因について計画時から中間レビュー時において、特に変更はな

い。 

                                                        
3 日本人専門家によると、目標値に設定された 75 点は「ほぼラオス側職員が独自で活動ができる状態」を示す。100
点は「日本人専門家レベル同等」を意味する。50 点は「日本人専門家の支援が継続して必要な状態」を示す。 
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3-2 投入の実績 

3-2-1 日本側の投入実績 

（1） 専門家派遣 
本プロジェクトにおいては、当初の計画通り表 3-3 に示す専門家が派遣された。 

表 3-3 専門家リスト 

専門分野 
1 年次 2 年次 

計画（人/月） 実績（人/月） 計画（人/月） 実績（人/月） 
総括／河川管理 5.37 5.63 2.87 5.33
副総括／河川管理 3.70 3.70 0.73 2.87
地質調査 1.43 1.20 0.73 0.53
河川工学／計画・統計／測量 5.20 5.13 2.84 3.30
施工管理／積算 1.90 1.83 1.93 3.36
河川伝統工法／施工指導 1.33 1.53 0.73 1.10
植生／メンテナンス 1.77 1.73 0.73 1.43
業務調整 1／計画・設計補助／ 
積算補助 

1.00 0.93 0.00 0.97

合計 20.70 20.75 10.56 17.92
 

本プロジェクトでは業務調整 2 を担う専門家が配置されているが、同専門家は本プロジェクト

の日本側受託者である株式会社ニュージェックが自社負担している人員である。よって、表 3-3
の専門家リストには含まないこととする。 

（2） 本邦研修 
第 1 次回目の本邦研修は、2011 年 7 月 17 日から 8 月 2 日（17 日間）までの日程で実施された。

表 3-4 のようにプロジェクトマネージャーを含む 5 人に対して、河岸侵食対策研修コースが計

画・実施された。 

表 3-4 本邦研修受講生リスト 

番号 氏名 役割／所属（研修当時） 
1 Mr. Souksavanh Thithavong プロジェクトマネージャー／ 

公共事業省河川局河岸侵食対策・治水部 土木技師 
2 Mr. Somboun Kertkong ボケオ県公共事業局 次長 
3 Mr. So Ock Manichanh プロジェクトメンバー／ 

ボケオ県公共事業局河川管理セクター 次長 
4 Mr. Deth Oudom Heuanmisavath プロジェクトメンバー／ボケオ県公共事業局公共事業局河川管理セク

ター インスペクター 
5 Mr. Anouxay Mongkhoun プロジェクトメンバー／公共事業省河川局 技術スタッフ 

出典：本プロジェクトの研修事業報告書（2011 年） 
 

本プロジェクトで作成された研修実施報告書によると、上記の研修の目的は次の 3 点に焦点が

置かれた。 

 日本における行政やコミュニティによる河岸侵食対策を含む河川管理への取り組みの現状を

実例によって学び、理解を深めることで河川浸食対策の調査・計画・設計・施工・維持管理

を行っていくための基礎的技術を習得するとともに応用能力を育む。 
 日本の伝統工法に関する正確な知見を習得し、ラオスへの技術移転の意義を明確にするとと
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もに、現地適用に際しての留意事項を理解する。 
 日本で習得した知見やスキルをラオス国内で活かすためのレポートを作成する。 

 
上記の受講生によると、研修中に作成したアクションプランは独自努力で目標の達成を目指し

ている状況である。本邦研修はプロジェクト終了までに合計 3 回の実施が計画されていて、2012
年に第 2 回目、2013 年に第 3 回目の本邦研修が計画されている。 

（3） 施設、機材供与 
本プロジェクトでは計画通り、日本・ラオス側双方で合意したニーズの高い資機材が調達され

ていた。調達された資機材は、プロジェクトメンバーによって使用されている（詳細は別添資料

3 を参照）。 

（4） プロジェクト経費 
日本側が負担したプロジェクト経費の内訳は、表 3-5 のとおりである。 

表 3-5 日本側が負担したプロジェクト経費 

年度 
プロジェクト経費 

（日本円） 
2010 82,386 千円 
2011 85,961 千円 

 

3-2-2 ラオス側の投入 

（1） カウンターパート 
プロジェクト当初の計画通り、プロジェクトディレクター、プロジェクトマネージャー、その

他のメンバーが配置された。表 3-6 に示すリストは、プロジェクト開始当初から中間レビュー時

のカウンターパートである（詳細は別添資料 4 を参照）。 

表 3-6 カウンターパートリスト 

役割 氏名 所属 役職 
プロジェクト 
ディレクター 

Mr. Houngla Sengmuang 公共事業省河川局 局長 

プロジェクト 
マネージャー 

Mr. Souksavanh Thithavong 公共事業省河川局河岸侵食対策・治水部 
土木技師 

メンバー Mr. Phimmasone 
Sengsouriyavong 

公共事業省河川局河岸侵食対策・治水部 
技術スタッフ 

メンバー Mr. Khampheiuy Leefhung 公共事業省河川局港湾・航行部 
技術スタッフ 

メンバー Mr. Anouxay Mongkhoun 公共事業省河川局河川水運部 
技術スタッフ 

メンバー Mr. Phonesay Souliyavong ビエンチャン特別市公共事業局護岸部 
技術スタッフ 

メンバー Mr. Som Ock Manichanh ボケオ県公共事業局河川部 
副プロジェクトマネージャー 

メンバー Mr. Deth Oudom 
Heuanmisavath 

ボケオ県公共事業局河川部 
技術スタッフ 
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メンバー Mr. Kham Phong 
Thepkhamheuang 

ボリカムサイ県公共事業局河川部 
副プロジェクトマネージャー 

メンバー Mr. Khamsene Phagaxay ボリカムサイ県公共事業局河川部 
技術スタッフ 

メンバー Mr. Sombath Chareunphonh ルアンパバン県公共事業局河川部 
副プロジェクトマネージャー 

メンバー Mr. Nakasu Soumphonepakdy 
（2012 年 5 月まで） 

ルアンパバン公共事業局道路・橋梁部 
技術スタッフ 

Mr. Soukkasane Sisouphan 
（2012 年 5 月から） 

ルアンパバン県公共事業局河川部 
技術スタッフ 

 
プロジェクトマネージャーによると、プロジェクト開始当初はラオス側で人員配置に関する混

乱があり、人員の配置が落ち着くまでに約 6 ヵ月かかったが、JICA、専門家、プロジェクトディ

レクター間で協議した結果、この問題は解決された。中間レビュー時において、カウンターパー

トの入れ替えが生じたこと以外では、ラオス側の人員（数）に関する問題は確認されなかった。 

本プロジェクトでは英語を共通用語としており、カウンターパートにも英語で最低基礎レベル

のコミュニケーションがとれる人材を選定している。今回の調査において、カウンターパートの

一部メンバーから英語能力強化に対する支援要請があがった。4 

（2） 施設など 
専門家の執務室として、公共事業省河川局が所有する建物の一部（2 階部分）がラオス側から

提供されている5。同執務室の電気代や水道代等はラオス側が負担し、冷房器具などはラオス側が

提供している。その他、ラオス側は専門家用のビザ申請支援、プロジェクトの活動に参加するた

めのカウンターパートの日当・宿泊を負担していることが確認された。 

3-3 成果の達成状況 

本プロジェクトは、計画時から一度 PDM を改訂している。今回の調査ではバージョン 1 にそって

成果の達成状況を確認した。成果の進捗状況は、以下の表 3-7 のとおりである。プロジェクト開始

から約 2 年が終了した現状は、適宜生じる問題をプロジェクト内で解決してプロジェクト目標の達成

に向けて計画された活動を実施しているといえる。本プロジェクトでは成果の達成に向けて、オンザ

ジョブ・トレーニング（On-the-Job-Training: OJT）手法を導入している。本邦研修以外にも OJT を通

じて計画された活動の実施以上の技術移転がラオス側に行われることが期待される。 

表 3-7 成果の進捗状況 

求められる能力 
ベースライン

（点） 
1 年次 
（点）* 

目標 
（点） 

進捗** 

1 プロジェクトへの取

り組み姿勢 
20（中央） 
20（県） 

25（中央） 
20（県） 

75 
（中央・県）

中央レベルでは左記の能力が向上し

たが、県レベルでは変化なし。 
2 水文学、水理学、河川

工学等の基礎知識 
17.5（中央） 
10（県） 

22.5（中央）

12.5（県） 
75 

（中央・県）

中央・県それぞれのレベルで左記の能

力がやや向上した。 

                                                        
4 今回の現地調査では、調査の途中から英語・ラオ語の通訳 1 人を投入してカウンターパートの英語能力の低さに対

応した。 
5 専門家の執務室は公共事業省（本省）の建物内には設置されていない。本省から車で約 5 から 10 分程度離れた同省

河川局の建物内に設置されている。 
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3 現場における応用能

力 
10（中央） 
10（県） 

25（中央） 
50（県） 

75 
（中央・県）

中央レベルでは左記の能力がやや向

上した。県レベルでは大幅な向上があ

った。 
4 護岸設計に関する能

力 
5（中央） 
10（県） 

25（中央） 
25（県） 

75 
（中央・県）

中央・県それぞれのレベルで左記の能

力がやや向上した。 
5 測量に関する能力 10（中央） 

25（県） 
50（中央） 
50（県） 

75 
（中央・県）

中央レベルでは左記の能力が大幅に

向上した。県レベルではやや向上され

た。 
6 モニタリングに関す

る能力 
5（中央） 
0（県） 

5（中央） 
0（県） 

75 
（中央・県）

変化なし。 

7 維持管理に関する能

力 
5（中央） 
5（県） 

5（中央） 
5（県） 

75 
（中央・県）

変化なし。 

8 施工監理に関する能

力 
47.5（中央） 
37.5（県） 

該当なし 75 
（中央・県）

ベースラインを 2 年次に調査・設定し

た。 
*1 年次の評価結果（点数）は 2011 年 5 月時点の状態を示す。 
**40 点以上は大幅に向上している、20 点以上 40 点未満は中程度に向上している、5 点以上 20 点未満はやや向上して

いる、と設定する。 
 
本調査時点では進捗がなく判断できなかった部分もあるが、表 3-7 に基づくと 50 点前後まで到達

していると判断された成果もあり、暫定的ではあるが、確実にカウンターパートに求められる能力が

向上していると判断できる。 

プロジェクト目標達成の促進要因が確認された一方で、今後の活動を実施していくにあたり、改善

の余地があることも明確になった。阻害要因の具体例として、特にビエンチャン特別市以外での発注

図面を作成する際の測量業者の能力の低さと土木工事を行っているコントラクターの施工に関する

能力の低さが問題として指摘された。本プロジェクトにおいては、ボケオ県でコントラクターが設計

図面にそった工事を行っていないことが判明した。専門家は、ボリカムサイ県では測量に若干の問題

があったと評した。 

プロジェクトの成果の達成に向けた促進要因と阻害要因の具体例は表 3-8 のとおりである。 

表 3-8 プロジェクト目標の達成に対する促進・阻害要因 

促進要因 阻害要因 
成果 1： 調査・計画 
 第 1 回目のパイロット・プロジェクトの計画

時に中央レベルのカウンターパートが強力な

リーダーシップを発揮した。 
 中央と県レベルのカウンターパート間の連携

が円滑であった。 
 ボケオ県公共事業局に属するカウンターパー

トが本邦研修に参加して、日本の河岸侵食対

策に関する学びがあった。 
 パイロット・プロジェクトの実施にむけたデ

ータ収集とマーケットリサーチを実際に経験

して積算に関する業務経験を得た。 

R/D にそって、これまでに 2 回実施されたセミナーのラオス

側の参加者に対する参加者への日当・宿泊費はラオス側が負

担した。しかしながら、これら参加者の交通費は日本側が負

担することになった。ラオス側が十分な予算を確保できなか

ったことが大きな要因である。 

成果 2： 設計・施工 
 ボケオで実施中の工事の設計をカウンターパ

ートがある程度適切に準備できた。 
 専門家の指導にそって、カウンターパートが

施工監理を実施している。 
 パイロット・プロジェクトの現場で適切な河

岸侵食対策工が取り入れられている。 

 ビエンチャン特別市で雇用した受注業者（コントラクタ

ー）と本プロジェクトで雇用したコントラクターの技術

能力には大きな差があった。ボケオ県の工事を担うコン

トラクターの技術レベルは低く、設計通りに工事を進め

ることができていない。 
 中間レビュー時にボケオ県の工事は一時中止状態になっ
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 想定外ではあるが、コントラクターの技術能

力が低く、プロジェクト側の指示に適切に従

うことができない状況が生じた場面では、ボ

ケオ県のパイロット・プロジェクトを主担当

しているカウンターパートが大きな役割を果

たした。コントラクターが本来するべき業務

も一部担う結果になり、大きな学びにつなが

った。 

ている。よって、工事完了時期が遅れることが想定され

る。 

成果 3： モニタリング・評価・維持管理 
フェーズ 1 で河岸侵食対策を行った現場のモニタ

リングを行った。その中で中間レビュー時におい

ても存在が確認された現場では、正のインパクト

が発現している。整備された現場付近の住民によ

ると、整備前と比較して釣りができるようになっ

た、と評している。 

第 1 回目のパイロット・プロジェクトのコントラクターが最

終建設報告書（案）などの文書を準備していない。 

成果 4： 河川工学知識 
 全県に対して低コストで環境負荷の小さい河

岸侵食対策に関する情報が発信されている。

 全国展開に向けて、多種のマニュアルを英語

とラオ語で作成中である。 
 ビエンチャン特別市に所在する大学で河川工

学の講義が行われた。 
 ボケオ県でのパイロット・プロジェクトを実

施するために雇用したコントラクターが、本

プロジェクトが推奨する低コストで環境負荷

の小さい河岸侵食対策工の目的を理解してい

る。 

 成果 1 に対する阻害要因にも述べたが、これまでに 2 回

実施されたセミナーのラオス側の参加者に対する参加者

への日当・宿泊費はラオス側が負担した。しかしながら、

これら参加者の交通費は日本側が負担することになっ

た。 
 他援助機関である世界銀行とアジア開発銀行が本プロジ

ェクトの存在を知らないことが判明した。ラオスにおい

てこれら組織は重要な役割を担うため、中間レビュー時

においては、これら組織への情報発信と連携が弱いと判

断する。 

 

3-4 プロジェクト目標の達成見込みの度合い 

本プロジェクトの目標は「ターゲットグループ職員が低コストで環境負荷の小さい河岸侵食対策事

業を実施できるようになる」ことである。日本とラオスの連携の下でプロジェクトはほぼ計画通りに

実施されている。日本・ラオス双方の投入もほぼ計画通り提供されている。ラオス側の財政面で投入

実績に改善の余地はあるが、これまでの投入はある程度適切であると考えられる。 

本プロジェクトを通じてラオス側の公共事業省河川局の技術スタッフ（中央レベル）と県公共事業

局の技術スタッフ（地方レベル）が日本を訪問し、本邦研修を通じて日本の河川管理の責任機関の役

割や活動の理解を深めた。河岸侵食対策である伝統工法に加えて、近代工法6が実施された現場など

を視察する機会も得た。プロジェクト終了までに、このような日本の現場を視察する機会は、今後 2
回、計画されている。本プロジェクトを通じてラオス側に技術移転されている伝統工法の現地化を目

指すとともに日本の現場を視察することで将来あるべき姿をイメージしてもらうためには本邦研修

は有効であると判断できる。 

本プロジェクトの前身である開発調査とフェーズ 1 から両国の信頼関係の構築に寄与してきたプ

ロジェクトメンバーが本プロジェクトのメンバー、または関係者にいることはプロジェクトを円滑に

進めるうえで非常に有効である。これまで日本側が継続して支援してきた過程と実績を十分に理解し

ているラオス側のプロジェクト関係者の存在は大きい。したがって、これらプロジェクト関係者を効

                                                        
6 近代工法は、コンクリートや化学物質を使用して河岸侵食対策を実施する工法を意味する。 
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果的に活用することで、プロジェクト目標の達成見込みを高めることができると考える。 

3-5 実施プロセス 

（1） モニタリングと意思決定 
年次プロジェクト実施報告書には、プロジェクトで計画された活動内容とその進捗状況、アウ

トプットの達成に関する情報が記述されている。プロジェクトメンバー間では定期的に会合を実

施して、情報共有を行うとともに意思決定の場である JCC 会合に向けた準備業務を担った。 

R/D に従って、プロジェクトでは JCC を設置した。表 3-9 に計画時と今回調査時点の JCC メン

バーを示す。これらの省庁はラオスにおける河岸侵食対策を計画・実施するために重要な役割を

担う機関である。JCC の主な役割は以下のとおりである。 

 プロジェクトの年次活動計画の方向性の提案と同計画の承認 
 プロジェクトの活動計画の進捗の確認 
 プロジェクト実施中に発生した大きな課題に関する協議と解決策の提案 

 

表 3-9 JCC メンバー－計画と現状 

役割 計画（2009 年 10 月） 現状（2012 年 5 月） 

委員長 公共事業省 大臣 変更なし 

共同委員長 公共事業省計画・協力局 局長 変更なし 

共同委員長 公共事業省河川局 局長 変更なし 

共同委員長 JICA ラオス事務所 所長 変更なし 

ラオス側メンバー 公共事業省河川局河岸侵食対策・治水部 代表 変更なし 

ラオス側メンバー 公共事業省河川局計画・ディスバース局 代表 変更なし 

ラオス側メンバー ボケオ県公共事業局道路・橋梁部 

副部長 

ボケオ県公共事業局（河川部の担当） 

副部長 

ラオス側メンバー ルアンパバン県公共事業局道路・橋梁部 

部長 

ルアンパバン県公共事業局 

（河川部の担当） 副部長 

ラオス側メンバー ボリカムサイ県公共事業局 局長 変更なし 

ラオス側メンバー ビエンチャン特別市公共事業局 代表 変更なし 

ラオス側メンバー 計画投資省国際協力局 代表 変更なし 

 

新規－ 

ラオス側メンバー 

該当なし 

 

天然資源・環境省気象局 代表 

ラオス側メンバー その他、相互合意を得られた関係者 変更なし 

日本側メンバー 専門家 変更なし 

日本側メンバー JICA ラオス事務所 代表 変更なし 

日本側メンバー その他、相互合意を得られた関係者 変更なし 
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今回の調査を通じて、水文データを観測・所有する気象局

と本プロジェクトの連携が円滑でない状態であることが確

認され、気象水文局との連携を強化する必要性が高いと判断

された。気象水文局からのデータ収集を円滑かつ簡易にする

ために、本プロジェクトの JCC メンバーとして気象水文局

を追加することが決定された。2012 年 5 月 24 日に実施され

た JCC 会合に気象水文局の参加は叶わなかったが、今後プ

ロジェクトと気象水文局との連携体制が強化されることが

望まれる。 
2012 年 5 月の JCC 会合の様子 

 
（2） コミュニケーション 

1 年次には日本側のプロジェクトメンバーとしてラオス人 1 人が業務調整員として配置されて

いた。同調整員が必要に応じて英語からラオ語への通訳業務を担ったことで、プロジェクトメン

バー間（日本・ラオス側双方）のコミュニケーションの促進に寄与していた。2 年次には同調整

員が配置されていないことで、プロジェクトマネージャーがラオス側の理解促進のため日本側か

ら英語で実施される指導・支援を必要に応じてラオ語で伝えていることが確認された。プロジェ

クトマネージャーはプロジェクト活動全般の運営・管理も担いながら、通訳としての役割も担っ

ている。この状況はプロジェクトマネージャーの業務量を増加させている。例えば、プロジェク

トマネージャーの負担を減らすために英語・ラオ語の通訳を投入することで、プロジェクトメン

バー間のコミュニケーションが効率的かつ活発になることが望まれる。 

プロジェクトメンバー間の情報共有や情報提供に関しては、電話や E メール、ファックスを利

用するほか、コミュニケーションの手段として主に会合とワークショップを開催している。 

（3） 広報 
広報活動としては、JICA ラオス事務所のホームページ上にプロジェクトニューズ7を掲載して

いる（日本語版・英語版）。今回の調査を通じて、他援助機関である世界銀行やアジア開発銀行が

本プロジェクトに関する認知度が低いことが明らかになった。今後も同様の体制で情報発信をす

る一方で、他援助機関を含む関係省庁向けのプロジェクト紹介パンフレットの作成・配布、地元

新聞（例：ビエンチャンタイムズ）などを活用した情報発信など、広報活動の目的と対象者を再

検討するとともに、広報内容を改善する必要がある。プロジェクトの成果が達成される見込みが

高いことから、終了までに河川局を含む公共事業省の幹部に対して広報活動を強化することも、

プロジェクトのインパクトと持続性の確保には必要である。よって、広報活動の強化のニーズは

高い。 

（4） ラオス側のオーナーシップ、モチベーション 
今回の調査で実施したカウンターパートへの聞き取り調査の結果、ラオス側のオーナーシップ

が高いことが確認できた。オーナーシップが高い要因に関しては、以下の理由が考えられる。 

 中央政府が中期活動予算計画（案）を作成していること。 

                                                        
7 日本語版のアドレスは http://www.jica.go.jp/project/laos/003/index.html で、英語版のアドレスは

http://www.jica.go.jp/project/english/laos/003/index.html である。 
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 本プロジェクトで計画・実施されたセミナーにラオス全県から県公共事業局の技術スタッフ

が参加していること。 
 公共事業省に派遣中の日本人専門家8に今後の方向性・方針などに関するアドバイスを要請し

ていること。 

                                                        
8 この専門家は国土交通省から派遣されている長期専門家である。同専門家は河川工学を専門としていることから、

ラオス国公共事業省の幹部職員とラオスにおける河川管理に対して必要に応じてアドバイスをしている。 
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第4章 5 項目評価による評価結果 

4-1 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、事前評価時と同様に依然として高いと判断された。その要因は、プロ

ジェクトの目標と期待される成果が、ラオス政府の政策、日本政府の対ラオス国別援助計画、JICA
の対ラオス国事業展開計画とも合致しているからである。 

（1） ラオス政府の政策との整合性 
本プロジェクトは、ラオスの国家社会経済開発計画との整合性がある。 

ラオス計画投資省（Ministry of Planning and Investment: MPI）が 2011 年 10 月に発行した第 7 次

国家社会経済開発計画 2011－2015 年によると、2020 年までに「後発開発途上国を脱却すること9」

を最上位目標と示されている。脱却に向けた対策としてラオス国内の社会経済の開発、産業化、

近代化を目指している。同時に、国際社会、近隣諸国との統合の強化と進化も重要視している。

同第 7 次計画は、第 6 次国家社会経済開発計画 2006－2010 年から継続性を確保して策定された計

画であり、次の 4 つの使命を重要課題と位置づけている：①考え方（マインドセット）、②人材育

成、③メカニズム、体制、行政規定、④資金調達、特別な政策の執行・実行、河岸侵食対策を含

む基礎経済インフラの整備などを通じた貧困削減。さらには、ラオス経済の成長と国内情勢の安

定と繁栄の確保を目指すことも記している。 

（2） 日本政府、JICA の援助方針との整合性 
本プロジェクトの内容は、日本政府や JICA の援助計画とも合致している。 

日本政府は 2006 年に「対ラオス国別援助計画」を策定して、対ラオス援助の基本方針を示した。

その方針は、「貧困削減と人間開発に向けたラオスによる自助努力を支援するとともに、グローバ

ル経済と地域経済への統合に向けて、自主的・自立的かつ持続可能な経済成長を実現するための

ラオスによる自助努力を支援する」としている。次の 3 つの援助目標を定め、ラオス政府の自助

努力を支援する方針を打ち出している：①「人間の安全保障」の視点から貧困削減を促進すべく、

ミレニアム開発目標の達成に向けた着実な歩みへの支援、②自立的・持続的成長の原動力となる

経済成長を促進すべく、その基盤造りへの支援、③貧困削減と経済成長を達成する上でラオス側

の自助努力の前提となる能力開発への支援。 

2010 年に策定された JICA の「対ラオス国事業展開計画」によると、「恒久的な友好関係と地域

の繁栄に向けた包括的パートナーシップの強化」を支援計画の柱としている。この計画の実現に

向けて、民間経済関係の強化、地域開発協力、環境・気候変動や人間の安全保障等の国際協調に

おけるパートナーシップの強化に寄与するプロジェクトへの支援を優先することとした。本プロ

ジェクトは同計画で示す開発課題の一つである「都市環境整備」と特別課題である「環境・気候

変動対策」と 2 つの分野に共通するものである。また、本プロジェクトでは日本の伝統的河川技

術の一つである粗朶工法を紹介して、その工法の現地化と全国展開を目指すことで、日本の河岸

                                                        
9 ラオスでは 1975 年以降、ラオス人民革命党による中央集権的な一党支配体制が続いている。その体制の中、1996
年の第 6 回人民革命大会で「2020 年までに後発開発途上国から脱却すること」が開発目標として設定された。 
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侵食対策における優位性を大いに活用するとともに、生態系にやさしい対策を導入している。よ

って、JICA の対ラオス開発支援の重要課題に対する対策に寄与している。 

4-2 有効性（見込み） 

本プロジェクトは、終了までにプロジェクト目標を達成させる見込みがあると判断された。一方、

日本・ラオス側双方のプロジェクトメンバー間、中央・地方レベルのメンバー間のプロジェクトへの

直接関与度には改善の余地がある。さらには、今後財政面と人的支援面で公共事業省河川局からの安

定的な支援体制を構築するためには、公共事業省幹部、河川局全体とプロジェクトの協力関係を強化

することが求められる。以上のことから、有効性はやや高いと判断された。 

本プロジェクトは活動計画にそって、プロジェクト活動を実施している。専門家へのインタビュー

の結果、ラオス側人員の交通費を負担することになってしまっている現状が改善されることを期待す

る一方で、プロジェクトはラオス側のコミットメントの高さが要因となり計画された活動が順調に実

施されてきたことが確認された。なお、JICA 本部とラオス事務所と調整を行って、プロジェクトデ

ィレクターに対する啓発支援が行われた。 

JCC 会合は最低年 1 回開催されている。公共事業省傘下の部局、MPI などの重要な機関は JCC メ

ンバーである。今回の調査時に気象局との連携の必要性が明らかになったため、同局が新規 JCC メ

ンバーとして追加投入されることが承認された。なお、2012 年 5 月 24 日に開催された JCC 会合に気

象局は新規メンバーとして招待されたが、参加はなかった。したがって、プロジェクトマネージャー

は早期に気象局を直接訪問して、本プロジェクトに関する説明を行うとともに、気象局が収集するデ

ータの重要性などを改めて評し、積極的な協力を促すことが求められる。 

4-3 効率性 

成果 1、2、4 の達成度は、比較的高いと判断できる。成果 3 に関しては、第 1 回目のパイロット・

プロジェクトで実施中の工事が完成していないため、モニタリング業務を開始していないのが現状で

ある。よって、成果 3 に関する達成度を今回の調査で評価するのは時期早尚である。よって、プロジ

ェクトの効率性はやや高いと判断できる。 

（1） 投入と成果 
日本側の投入は R/D に基づき実施されている。カウンターパートへのインタビューの結果、ラ

オス側のプロジェクトメンバーと関係者は日本側の投入実績に関して特に問題はないと判断され

た。カウンターパートによると、専門家から移転された知識や技術はラオス側にとって適切で役

に立っているという。第 1 回目の本邦研修の参加者によると、日本では中央・地方政府それぞれ

の役割が明確になっている点、河川管理が組織的に実施されている点、環境に配慮をした低コス

トから高コストかつ高技術な工法を用いた河岸侵食対策、洪水対策が実施されている点などに感

銘したと説明した。また、日本の河岸侵食に対する対策と取り組み方法を実際に目視検証するこ

とで、将来的な目標ではあるがラオスの河川管理の目指す方向性が明るくなったと評する参加者

もいた。 

本プロジェクトの 1 年次にはラオス国籍の業務調整を担う専門家が配置されていた。英語とラ

オ語に堪能で、日本とラオス双方から配置されたプロジェクトメンバー間のコミュニケーション



 

4-3 

の促進に大きな役割を果たしていた。 

ラオス側の投入に関しては、プロジェクト開始当初の約 6 か月程度はプロジェクトメンバーの

配置に関する混乱があった。混乱の解決に向けプロジェクトディレクターがラオス側プロジェク

トメンバーの配置に関する指示を出し、その結果、ラオス側のメンバーはほぼ R/D 通りに配置・

提供された。また、近年は公共事業省河川局と県公共事業局の活動予算が年々増加される傾向に

あるとラオス側の評価団から説明があった。一方で、ラオス側のプロジェクトメンバーから日本

側へ交通費などの活動費の一部負担の要請があり、日本側が支払いをしている事実があることが

確認された。 

（2） 効率性の促進・阻害要因 
「表 3-8 プロジェクト目標の達成に対する促進・阻害要因」に記したように、R/D 通りにプ

ロジェクトは活動を実施している。本プロジェクトではパイロット・プロジェクトを実施するた

めのコストシェアを行うこととしているが、今回の調査時点ではボケオ県の工事が完成していな

いため、日本側が負担した 70%はすでにコントラクターに支払われているが、ラオス側の支払い

は、竣工後に実施される予定となっている。残りの 2 県での工事費のラオス側が負担する割合は

１年次と比べて大きくなっていく計画であり、万が一ラオス側がボケオ県のコントラクターに適

切な支払いが行えないなどの事態が発生した場合は、残りの 2 県における施工工事規模を縮小す

る等の対応をとる必要性が生じる可能性はあり、阻害要因の一つとしてラオス側が適切に工事費

を負担できるかどうかが挙げられる。 

一方で、促進要因としては、中央・地方政府が河岸侵食整備の普及に対して技術面と財政面の

支援についてさらなる協力があった場合、地方レベルでの河岸侵食対策はより早く実行されるよ

うになる等が挙げられる。 

4-4 インパクト（見込み） 

プロジェクト終了後の発現が見込まれる正負のインパクトについて確認した。本プロジェクトは終

了までの残りの 2 年間で、ラオス独自によって河岸侵食対策を行うための技術のノウハウの構築が課

せられている。今回の評価でプロジェクトのインパクトを評価するには時期早尚であるが、上位目標

達成に向けた正のインパクトが以下のとおり発現されてきている。 

 情報の普及：全国の県公共事業局技術スタッフを対象にしたセミナーがすでに 2 回実施された。

プロジェクト枠外でラオス側が同様のセミナーを計画・開催して、プロジェクトで共有している

河岸侵食対策工に関する情報の普及が行われることが望まれる。ラオス側で組織的に情報共有を

行う体制が構築されていないのが現状である。したがって、河川局を含む公共事業省傘下の研修

センターを活用するなど、効果的に情報発信ができる体制が早期に確保されることは必要である。 
 地元住民の動員：本プロジェクトで導入した河岸侵食対策工を実施する際、施工地で短期ではあ

るが主に日雇い作業の雇用のニーズが発生することが確認された。このニーズによって、一部の

地元住民が臨時収入を得る機会ができた。プロジェクト終了後に同対策工が全国展開された場合、

全国で対象人数は明確ではないが短期的な雇用機会が創出されることになる。これは間接的では

あるが貧困削減に寄与されると判断できる。日雇い作業の内容が女性でも担える作業があるため、

地方レベルでの女性の雇用創出にも寄与している。 



 

4-4 

 公共事業省に派遣中の長期専門家10との連携・政策レベルで河川局の今後について助言できる立

場にいる長期専門家と定期的に情報・意見交換を行い、本プロジェクトの成果の具体的な活用方

法、河岸整備に関する中央・地方の役割の見直しなどが協議・決定されることが期待される。ラ

オスにおいて、より効果的に河岸侵食対策が実行されるための勉強会に日本・ラオス双方の主要

プロジェクトメンバーが参加できる機会の創出が望まれる。 
 
現地での日本とラオス双方のプロジェクト関係者へのインタビューの結果、中間レビューチームが

最も懸念している課題は、ラオス側による十分な活動予算の確保である。プロジェクト終了までに、

以下の観点に留意してプロジェクト終了後の技術の定着及び普及・展開策を見直し・修正することが

求められる。 

 活動予算の確保：ラオス側独自の予算で河岸侵食対策が行われてきているが 1990 年代に日本が

技術移転した伝統工法の一つである捨石水制工が主に導入されているのが現状である。フェーズ

1 で紹介した粗朶沈床工は低コストな工法であるが、現状では、公共事業省河川局と県公共事業

局での主流工法になっていない。いずれの対策を行うに当たっても、全国の河岸侵食対策を行う

ための必要な予算の確保は重要である。 
 施工業者（コントラクター）の技術力の低さ：カウンターパートへのインタビューの結果、地方

部のコントラクターは公共事業の受注機会が少ないこともあり、本プロジェクトで準備する設計

図面通りに施工が行われていない。地方の建設業者の能力向上は、本プロジェクトの活動だけで

は困難であり、今後の地方での公共事業量の増加に伴う業者の施工機会の増加による能力の底上

げが期待される。 
 モニタリング・維持管理：定期的に河岸侵食対策が行われた河岸のモニタリングと維持管理は重

要である。これまで公共事業省河川局と県公共事業局は主に構造物の新設を優先させてきたが、

モニタリングと維持管理の予算は十分に確保されていない。今後、ラオス国内では、堤防・護岸

に加え、樋門・樋管等の河川に係る構造物が増えることが予想されるため、これまで以上に、モ

ニタリングと維持管理に関する予算の確保が必要である。 
 中長期の計画の策定：河川局が作成したマスタープラン（案）は各県からの要望に何らかの優先

順位を付けた予算配分表であり、技術的な計画の性質は無い。しかしながら、河岸侵食対策の予

算を確保し実行に移すためには、そのマスタープランが公共事業省大臣の承認を得ることが優先

される。さらに、ラオスにおいて中長期的にどのような方針で河川整備と管理を行っていくのか

を工学的に検討し、内容を計画として取りまとめる必要がある。河岸侵食対応としては、後背地

の資産、河岸侵食の速度、河道の平面形、土砂移動状況等を総合的に評価した上で、対策箇所・

延長とその優先順位を計画する必要がある。この中長期の計画は、予算配分・年割等の実施計画

を検討するための基礎となると考えられる。 

4-5 持続性（見込み） 

本プロジェクトの持続性は、(1)組織・制度面、(2)技術面、(3)財務面から評価し、中程度と判断で

きる。ラオス側の財政面（特に交通費などを含む活動予算の配分の現状と今後の配分見込み）に関し

                                                        
10 中間レビュー調査時には、インフラ整備分野における内閣府付き計画アドバイザー（Planning Advisor to the Cabinet 
Office in Infrastructure Development）として国土交通省出身の森範行専門家がラオスに派遣中である。 
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ては課題が残ると言える。 

（1） 組織・制度面 
組織・制度面の持続性はやや高いと判断できる。 

2008 年に河川局が公共事業省内に設立されたこと自体が、ラオス側の組織面での持続性の高さ

を意味する。ラオス政府の河岸侵食対策に対するコミットメントの高さが新しい局として形にな

り、国家レベルで河川管理を担う体制が構築されたことになる。ラオスではまだ河川法、河川に

関する技術基準、その他河川に関する法整備が進んでいないのが現状である。一方で河川局は自

助努力で中期活動予算計画を意味するマスタープランを立案し、そのプランは公共事業省の大臣

が検証中であることが確認できた。 

河川局の人員は決して十分とはいえない状況である。河岸侵食対策が必要な全ての地域に対し

て責任がある河川局が、今後人員面においても中央政府の支援を受け増員されることが望まれる。

一方で限られた人員のみ配置されている河川局ではあるが、河岸侵食対策の実施に対する意欲は

高い。この意識の高さは、県レベルにおいても同様である。本プロジェクト同様、河川局独自の

OJT のメカニズムが構築されることを期待する。または、公共事業省の既存の研修センターと研

修カリキュラムなどを活用して本プロジェクトの成果を組織的に従来の研修教材として組み込ま

れることが望まれる。 

（2） 技術面 
技術面の持続性は中程度と判断する。 

専門家によると、プロジェクトを通じてカウンターパートの能力は向上してきている。「表 3-7 
成果の進捗状況」のように 8 つの観点からカウンターパートの能力向上を目指している。これま

での 2 年間の専門家らの OJT により基礎レベルではあるが河岸侵食対策の調査、計画、設計、施

工などに関する知識と経験を習得している。今後は同対策のモニタリング、評価、維持管理に関

する知識と経験の習得、これまでに習得した上記の能力がより一層の向上が図られることが望ま

れる。具体的には、プロジェクト終了時までに専門家が評価する 8 つの観点から構成させる河岸

侵食対策における技術スタッフとしての能力レベルが 75 点を超えることが求められる。よってカ

ウンターパートの能力は徐々に向上しているが、さらなる強化が求められる。 

カウンターパートには各自がプロジェクトを通じて習得した「気づき」や「学び」を記録する

習慣がない。専門家から移転される河岸侵食対策工の習得に加えて、レポート作成能力を含む「書

く能力」の向上が必要である。例えば、専門家が作成中の英語版の各種マニュアルをラオ語にす

る作業はカウンターパートの理解の促進、書く能力の強化に寄与する。本来、公共事業省河川局

はマニュアルの作成や翻訳業務は外注する傾向があると理解しているが、本プロジェクトにおい

ては、カウンターパート自身が翻訳作業を担うことで技術面の持続性がある程度確保されると考

える。よって、計画されている翻訳作業がカウンターパートの努力により適切に完了すれば、技

術面の持続性は高くなるであろう。 

（3） 財務面 
今回の調査時の財政面の持続性は中程度と判断する。 
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今回の調査団は、中央政府から配賦される公共事業省河川局の年次予算が近年増加されている

ことを確認した。具体的には同局の年次予算は 2008 年の設立以来、2009 年 10 月から 2010 年 9
月までの予算が 210 億キップ11で、2011 年 10 月から 2012 年 9 月までの予算が 230 億キップとな

っている。2011 年度の予算は、日本円に換算すると約 2 千万円が増額されたことになる。ラオス

側のプロジェクト関係者によると、この増加に比例するように県公共事業局の年次予算も若干増

加していることが確認された。本プロジェクトで計画されたパイロット・プロジェクト実施のた

めのコストシェアの比率は表 4-1 のとおりで、1 年次は日本側の負担が多く、最終年（3 年次）

はラオス側の負担が多くなる体制になっている。 

表 4-1 パイロット・プロジェクトのコストシェアの比率 

パイロット・プロジェクト実施県 日本側（%） ラオス側（%） 

ボケオ 70 30 

ボリカムサイ 50 50 

ルアンパバン 30 70 
 

これまでの JICA の MPI に対する技術協力を通じて、ラオス政府は適切な予算の計画を含む公

共投資プログラム運営監理の強化を図ってきた。JICA が実施している「公共投資プログラム運営

監理強化プロジェクト フェーズ 3」に派遣中の専門家によると、ラオス政府は効果的かつ適切

な予算の配賦を目指している。左記プロジェクトの目的の一つとして予算策定・審議関連の作業

過程で、運営・維持管理予算の計上・配賦を確保する、があげられる。この目標が達成した場合、

河川局と県公共事業局は河岸侵食対策に関する運営・維持管理予算の増額支給が期待される。 

カウンターパートへのインタビューの結果、ラオス政府はプロジェクト実施期間中、そして終

了後に適切な予算を配賦して河岸侵食対策の全国展開が実施されるよう努力する姿勢であること

が確認された。特に、本プロジェクトで推奨する低コストで環境負荷の小さい河岸侵食対策工法

はプロジェクト終了後もラオス側の自助努力によって導入される方針があることも中間レビュー

チームは確認した。河川局と県公共事業局が協力しながら河岸侵食対策に取り組む姿勢がある一

方で、十分な予算の確保が不確定要因であることも明らかになった。ラオス全土で河岸侵食が進

む中、ニーズが高い地域を優先して対策工事を実施する際に十分な予算の確保が不可欠である。

また、ラオス側プロジェクト関係者へのインタビューを通じて、河川局が援助機関や民間セクタ

ーからの財務支援に時々頼らざるえない状況であることも明らかになった。 

                                                        
11 2012 年 5 月現在で、1 ラオスキップ（LAK）は日本円で 0.009 円相当である。 
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第5章 結論 

5-1 結論 

次に示すとおり、本プロジェクトは評価５項目の観点から概ね「高い」もしくは「やや高い」と判

断された。しかしながら持続性（見込み）は中程度とする。 

 妥当性は高い。 
 有効性（見込み）はやや高い。 
 効率性もやや高い。 
 インパクト（見込み）に関しては、本プロジェクトの上位達成に向けて、正と負双方の要因が

確認された。 
 持続性（見込み）は中程度。 

 

5-2 提言と教訓 

【提言】 
（１）地方展開に向けたラオ語でのマニュアル作成の重要性 
（２）パイロット・プロジェクトにおける教訓のとりまとめ及び活用の重要性 
（３）河岸侵食対策実施に係る調査・計画段階からの地方職員の関与の重要性 
（４）効果的なプロジェクト実施に係る意見交換の重要性 
（５）プロジェクト活動の持続可能性の観点からの予算確保の重要性 

①カウンターパートの日当・宿泊及び交通費の確保 
②モニタリング・メンテナンスに必要な予算確保 

（６）人材育成に係る体制整備の重要性 
 
【教訓】 
（１）コストシェアによる先方政府のオーナーシップの発現 
（２）セクターを超えたプロジェクトの裨益効果 
 
提言及び教訓の具体的な内容は以下の通り。 

【提言】 
（１）地方展開に向けたラオ語でのマニュアル作成の重要性 

本プロジェクトで作成したマニュアルを活用しながらプロジェクトを実施していることは評価

される。パイロット県以外での技術の普及展開の観点から、ラオ語版のマニュアル作成が重要で

ある。カウンターパート自身が翻訳・作成することで、作成の過程を通してカウンターパートの

理解を整理することができるため、技術に対する理解促進のためにもカウンターパート自身が翻

訳・作成することが重要である。 

（２）パイロット・プロジェクトにおける教訓のとりまとめ及び活用の重要性 
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ボケオ県でのパイロット・プロジェクトが施工までほぼ終了しており、今後モニタリング・メ

ンテナンスの活動が開始される。ボリカムサイ、ルアンパバン県での活動において、ボケオでの

調査・計画、施工業者の発注・契約、施工監理、モニタリング、維持管理等各活動における教訓

を活かすことに留意されたい。教訓をカウンターパート自身が文書としてとりまとめ、整理する

ことを通して、今後の活動に活かすことが重要である。 

（３）河岸侵食対策実施に係る調査・計画段階からの地方職員の関与の重要性 
ボケオ県の活動では、中央が工事のサポートをする体制が上手く機能しており、プロジェクト

実施中は本体制で良いと考える。他方、今後の普及展開の観点から、調査・計画段階からより一

層の県レベルの活動への関与を促進されたい。 

（４）効果的なプロジェクト実施に係る意見交換の重要性 
円滑なプロジェクト活動実施のため、迅速かつ適時の意思決定を行う必要があることから、プ

ロジェクト・ダイレクターであるフンラー局長を始め、DoW の意思決定者や MPWT に派遣中の

JICA 長期専門家、本プロジェクトのそのほかのメンバーを交えた MPWT の長期的な計画につい

て議論する機会を設けることが重要である。 

（５）プロジェクト活動の持続可能性の観点からの予算確保の重要性 
コストシェアを技術協力プロジェクトで実施することは、ラオス国と JICA の間では初の試み

であり、工事費について適切に予算が確保されたことは評価される。他方、セミナー開催経費や

調査・計画に係る旅費等は日本側が負担した経緯がある。持続可能性の観点から、これらの経費

も同様にコストシェアされる必要があり、予算の適切な確保が重要である。 

維持管理において、工事を伴う修繕が必要となった場合、契約上は 1 年間施工業者の瑕疵担保

保証があるものの、それ以降はラオス国が維持管理を行わなければならないことから、維持管理

に係る予算についても適切な確保が重要である。 

（６）人材育成に係る体制整備の重要性 
プロジェクト終了後の長期的な視点から、人材育成に係る体制整備を進めることが重要である。

上位目標達成に向けて、過去の低コストで環境に優しい河岸侵食対策支援の教訓をはじめ、フェ

ーズ１やフェーズ２の成果の定着・活用を目的とした人材育成に係る体制整備を行うことが期待

される。例えば、研修センターにおける研修の活用や、県事務所職員が中央に集まる機会を捉え

て、河川管理についての講義を行うことが考えられる。 

【教訓】 
（１）コストシェアによる先方政府のオーナーシップの発現 

コストシェアを初年度から徐々に先方政府への負担を大きくする体制をとっており、現時点で

はラオス国政府からの予算確保が適切になされている。先方政府のオーナーシップの発現や持続

可能性の観点から、他案件の参考になるものである。 

（２）セクターを超えたプロジェクトの裨益効果 
本プロジェクトで実施している河岸侵食対策工は、河岸侵食対策に加えて、環境に優しく、対

策後の河川には魚が増え、低コストで、雇用創出にも繋がる等副次的な効果がある。女性でも工
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事の過程に携わることができるため、ジェンダーの観点からも評価される。主目的に加え、副次

的な効果の発現を通して成果拡大に繋がっている良い事例であることから、類似案件の実施の際

の参考になるものである。 

5-3 所感 

5-3-1 団長所感 

評価調査に基づき残りの協力期間における対応について取りまとめた提言の内容及び調査期間中

の関係者との協議内容に関し、団長としての気づきの点は以下のとおり。 

（1） 関係機関との連携の促進 
 本プロジェクトは公共事業省河川局及び地方県公共事業局をカウンターパートとして実施し

ている。パイロット・プロジェクトの実施において、中央と地方の連携がうまく取れていた

こと、また、今後の地方展開の促進の上で、事業の初期段階（計画、測量等）から地方当局

がより関与を深める必要があることは、評価レポートで提言したとおりである。 
 他方、中央省庁間の関係に関しては、本件事業に必要なデータの入手に関し気象局の保有す

るデータの入手が滞っていることが報告されていた。本件は他省庁との関係の前段の、公共

事業局内のコミュニケーションのあり方に関して取り上げられたものであるが、関係機関と

の日頃からの情報共有の促進とも関わるものである。また、関係専門家からのヒアリングの

中で、河岸侵食対策の国家計画の策定の必要性が指摘されたが、河川管理に関しては天然資

源環境省の管轄であることが確認された。河岸侵食対策も河川管理の一部であることから、

その国家計画を策定する上で、自然資源環境省との情報共有、連携も今後深めていく必要が

ある。 
 さらに、今回団員が行った世銀、ADB のヒアリングにおいて、先方が本件プロジェクトを知

らないとの回答があった。他の援助機関も類似事業を実施しているので、情報共有を促進し、

事業の効果、効率性を高める必要がある。そのためには、主体である C/P 機関に対し情報共

有の重要性を認識させるとともに、日本側関係者もこれを支援する方策（広報活動の強化等）

の検討が必要となる。 
 
（2） 韓国の同分野の援助 
 本プロジェクト フェーズ１では、ビエンチャン市で粗朶沈床による河岸侵食対策が３か所

実施された。しかし、その後のビエンチャン市の整備の中で韓国の援助による護岸工事が実

施されることになり、JICA 事業による粗朶沈床のサイト３か所の内２か所もその対象となっ

た。首都の整備を進める中で止むを得ない面もあるが、今後は河川局の責任により、より計

画的な河岸侵食対策が実施される必要がある。また、河川局職員の粗朶沈床工の理解促進の

ために、ビエンチャン市の粗朶沈床工サイトの少なくとも１か所は保存されることが望まし

く、本調査団からもその旨申し入れ、河川局長より前向きな回答を得ている。 
 
（3） 広報活動の促進 
 今回実施した聞き取り調査の中で、本プロジェクトが他のドナーに認識されていないとの結

果が出た。情報共有を進め、より計画的、戦略的に河岸侵食対策を実施するとともに、河川
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局スタッフやコントラクター等、実施担当者の育成促進、さらには一般市民にも低コストで

環境にやさしい伝統工法への理解を促進するために、本プロジェクトでも事業紹介・広報資

料を作成しセミナー等の機会をとらえて広報活動を積極的に進めることが望まれる。 
 
（4） 技術協力プロジェクトの実施主体の再確認 
 河川局長（プロジェクト・ダイレクター）の発言等の中から先方関係者の中に徐々にオーナ

ーシップの意識が醸成されていることが確認された。しかしながら、本件協力は開発調査か

ら始まり技術協力プロジェクトにつながったという経緯もあり、先方関係者の中には、まだ

事業の主体が日本で、日本のコンサルタントが実施するものだとの意識から抜け切れない部

分もあるようである。また、日本側も専門家自身が自らをコンサルタントチームと称してい

るが、これは改め、より先方の主体性を引出し、その支援を行うとの意識を高める必要があ

る。 
 
（5） プロジェクト・ダイレクターとの緊密な協議 
 中間レビュー調査の準備段階で、プロジェクトのより円滑な実施のためにプロジェクト・ダ

イレクター（河川局長）の関与を深める必要性が指摘されていた。しかし、今回の表敬、協

議において、河川局長が本件プロジェクトや JICA の技術協力への理解が深く、また期待も大

きいことが確認された。プロジェクト専門家はプロトコールを重視して、直接河川局長にコ

ンタクトすることを控えているようだが、プロジェクトマネージャーも交えるなどの工夫を

して、これまで以上に積極的にアプローチすることが相互理解を深めることになると考えら

れる。 
 
（6） 関連する支援の要望についての対応の検討 
 先方や関連専門家との協議において、本プロジェクトと関係する内容の要望や提言がいくつ

かあげられた。河川局長からは河岸侵食対策を進める上での技術基準の整備に関する支援や、

舟運の開発戦略に関する助言等が要望された。また、関係専門家からは河岸侵食対策マスタ

ープランの策定への支援要望、また、人材育成を進める上での公共事業運輸トレーニングセ

ンターの活用の提言などがなされた。一部は評価レポートで評価結果の一部や提言として言

及している。今後、本プロジェクトの目標や上位目標達成の観点から、これらに JICA として

どのように対応していくべきか（本プロジェクトの枠内に取り込む意義のあるもの、別案件

としての対応を考えるもの、対応困難なもの等々）、関係者で議論を深めていく必要がある。 
 

5-3-2 団員所感（技術評価） 

（1） 施工業者の能力 
 過去の開発調査とフェーズ１で施工された首都ビエンチャンのパイロットサイトと本プロジ

ェクトのボケオ県のサイトを比較すると、建設業者の施工能力に大きな差があると感じた。

ボケオ県のサイトは、地元の建設業者が受注しているが、施工された石張護岸に目視でわか

る程度の不陸があった。 
 ボケオ県では、詳細な図面に基づいて、建設業者が図面の通り正確に施工することが困難な

状況であった。地方の建設業者の能力向上は、本プロジェクトの活動だけでは困難であり、
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今後の地方での公共事業量の増加に伴う業者の施工機会の増加による能力の底上げが期待さ

れる。 
 本プロジェクトは、河岸侵食対策の伝統工法の普及（ラオス国内での水平展開）が目的のた

め、持続性の観点から、第３年次以降に施工されるボリカムサイ県、ルアンパバン県では、

予め建設業者の現状の施工能力を調べておき、能力に合わせた設計図面の作成（できるだけ

施工が簡易となるような設計上の工夫）をカウンターパートへ指導することも考えられる。 
 
（2） 中長期の計画の策定 
 今回の調査で、DoW が 2010 年からの 5 箇年及び 10 箇年のマスタープランを作成中であるこ

とが明らかになった。ドラフト中の資料を確認したところ、各県からの要望に何らかの優先

順位を付けた予算配分表が含まれており、DoW はそれをマスタープランと称していた（箇所

名、対策延長、自国予算額、ドナーから支援される予算額の４項目のみ）。 
 河岸侵食対策を含む洪水対策を戦略的に実施するためには、工学的裏付けのある中長期の計

画の策定（日本では、水系・河川毎に策定される「河川整備計画」に相当するもの。）が必要

と考える。河岸侵食対応としては、後背地の資産、河岸侵食の速度、河道の平面形、土砂移

動状況等を総合的に評価した上で、対策箇所・延長とその優先順位を計画する必要がある。

この中長期の計画は、予算配分・年割等の実施計画を検討するための基礎となる。 
 首都ビエンチャンでは、10 年程前から日本側の投入（IDI による試験施工、JICA による開発

調査及びフェーズ１）により、３箇所で粗朶沈床のパイロット施工を実施している。しかし、

韓国の経済開発協力機構（EDCF）の融資（期間：2009 年～2013 年、規模：30,855,000 USD）

により、12.2km の堤防及び護岸が施工されることになり、このうち２箇所のパイロットサイ

トの撤去が決まっている。このため、過去に日本側の資源を投入した河岸侵食対策の箇所が

無くなることになるが、ラオス国が自国の中長期の計画を保有し、堤防法線等を予め定めて

いれば、このような手戻りが発生する可能性が小さくなったと考えられる。 
 中長期の計画をラオス国が保有することは、ドナーからの支援や自国資金で対策を検討する

際の基礎となるものであり、その必要性は高いと考える。 
 
（3） 法令、技術基準の整備 
 現在、ラオス国では、砂利採取に関する規制、水資源法などの法令は整備されているが、河

川に係る基本となる法令（河川法）は整備されていない。2008 年にラオス国 MPWT に DoW
が設置され、河川局の所掌は規定されているが、河川工事や管理を規定する実施法が無い状

態である。 
 今後の経済成長に伴う水利用の増加により、メコン川本川とその支川では、自然条件（雨季・

乾季）に加えて、人為的要因（取水・貯留・排水）による流況の変化が予想される。河岸侵

食対策や洪水対策の実施にあたっては、これらの調整や規制を規定する法令の整備が必要で

ある。 
 DoW のフンラー局長は、河川に係る法令や技術基準の必要性を認識しており、技術面で他国

からの支援を求めていく考えである。本プロジェクトの本邦研修では、河川法の概略や工法

等の講義を実施しているが、ラオス国内での OJT、セミナー、局長等への報告の機会を活用

して、法令・基準に係る検討を支援することも有効と考える。 
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（4） モニタリングと維持管理の必要性 
 ラオス国においては、災害復旧等の緊急時に必要とされる予算は確保しているが、平時の河

川の維持管理に必要な予算は計上されていない。DoW のフンラー局長は維持管理の必要性を

認識しているものの、現在進行中の河岸侵食への対策工事が優先度として高いため、予算計

上できていない。 
 河川は自然公物であり、道路、下水道、発電所等の人工公物と比較して、施設の機能停止と

いう事態が想定し難いため、維持管理の必要性が予算当局に理解されにくい面がある。今後、

ラオス国内では、堤防・護岸に加え、樋門・樋管等の河川に係る構造物が増えることが予想

される。 
 維持管理に必要な予算（特に工事関係費）の算出にあたっては、メコン川を含むラオス国内

の河川の水理特性では、どのように施設の老朽化、劣化が進むのかをモニタリングする必要

があり、これらの調査費を継続的に確保する努力が必要である。 
 担当者レベルからの意識の醸成のためには、例えば、軽微な損傷の段階から応急処置を実施

した方が、損傷が拡大してから復旧するより安価であることなどの維持管理の重要性を、本

プロジェクトのモニタリングの OJT の機会を活用してカウンターパートに伝えていく工夫が

必要と考える。 
 

5-3-3 団員所感（協力企画/防災） 

（1） 英語・ラオ語通訳の傭上の必要性 
 調査を通して、特に地方での活動にあたり、カウンターパートの英語力に課題があり、日本

人専門家の技術移転内容が的確にカウンターパートに伝わっていない可能性があることが分

かった。上位目標達成に向けて、地方での技術の定着は不可欠であることから、英語・ラオ

語通訳の傭上により、カウンターパートの理解を促進し、より円滑な技術移転がなされるよ

う工夫したい。 
 専門家チーム、ラオス事務所にも相談の上、上位目標達成に向けた地域展開のためにも、パ

イロット県での着実な技術移転のため、通訳の傭上を行うことで合意した。 
 本格的なプロジェクト活動は 5 月に工事終了後、7 月の本邦研修を残すのみとなることから、

第 3 年次契約（10 月以降の活動）の中で、通訳の追加投入を行う予定。 
 
（2） 人材育成の体制整備の重要性 
 本プロジェクトのフェーズ１では、ラオス大学工学部での河川管理の講義実施を定期化して

おり、現在も継続して講義が実施されていることが確認できた。（毎年の受講者は 35 名程度。） 
 MPWT 内の人事異動は頻繁に行われており、本プロジェクトで技術移転を行ったカウンター

パートも今後他部署へ異動する可能性は高いことから、河岸浸食対策や河川管理における持

続可能性の確保には、人材育成が不可欠である。 
 本プロジェクトの設計では、人材育成の体制整備は明確には入っていないものの、開発調査

から、フェーズ１、フェーズ２と、河川管理に関する用語集や各種マニュアルを整備してお

り、本成果を活用した研修の実施等、継続した人材育成が重要である旨、中長期的な視点か

ら提言している。 
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 MPWT 内では、道路局の存在感が大きく、MPWT が持つ研修センターでも道路維持管理や水

運の研修実施にとどまっているとのことであった。他方、研修の施設はあることから、本プ

ロジェクト及び過去プロジェクトで整備した成果品の活用で人材育成を行う素地はあると考

えられる。プロジェクトの上位目標達成に向けた DoW の主体性のある取り組みに期待した

い。 
 
（3） MPWT 派遣の JICA 長期専門家との連携について 
 MPWT に派遣されている長期専門家は、国土交通省から派遣されており、河川管理が専門で

ある。東南アジアにおける東西回廊の観点から、道路案件の用務が多いとのことであったが、

本プロジェクトへのサポートも行って頂いている。 
 同専門家は MPWT 大臣とも頻繁に会合を持つ等、MPWT からの信頼が厚く、本プロジェク

トの有用性を上層部に説明頂く上でキーパーソンであると考えられる。 
 本プロジェクトの総括からの相談や、カウンターパートを交えた中長期的な視点を持った意

見交換会への参加を依頼し、快諾頂いた。 
 同専門家の意見では、DoW は河岸侵食対策を実際に行うことを主目的として活動しており、

マスタープラン策定にあたっては、天然資源省水資源開発局がより適切である可能性が高い

とのことであった。ラオス国内の省庁の役割やポテンシャルを俯瞰した上での意見は貴重で

あり、引き続き助言を仰ぎながら、今後の河川管理分野での支援の在り方を考える必要があ

る。 
 
（4） 国際河川への支援について 
 メコン川は 5 か国を流れており、上流の中国からの流量等水文データの提供や、対岸の各国

の河岸浸食対策が与える他国への影響を考慮した対策が望ましい。 
 他方、水力発電や灌漑用水としての活用等、各国の思惑もあることから、協調の上の河川管

理や河岸侵食には課題がある。 
 国際河川への技術支援は今後他国でも検討される可能性があるところ、二国間援助による支

援を効果的に行う方法につき、検討する必要がある。 
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Project for Riverbank Protection Phase 2 

 
Evaluation Grid 

Item Evaluation Question Source of Information Main Question Sub-Question 

R
el

ev
an

cy
 

Relevance of priority Are the overall goal and the 
purpose of the Project consistent 
with national 
strategy/plan/policy of the 
Government of Lao PDR? 
 

 National plan(s) of the 
Government of Lao PDR 

 Policy document(s) and plan(s) 
related to riverbank protection 
prepared by DoW as well as 
DPWT if any. 

 Interview to the JCC members 
Relevance of needs Does the Project meet the needs 

of the Government of Lao PDR?  
 Interview to the JCC members 

Interview to the project 
members from Lao side 

Commitment of Lao 
side 

Is the commitment level from 
Lao side for successful project 
implementation high? 

 Interview to JICA Lao Office 
 Project progress report(s) 
 Interview to the JCC members 

Relevance to the 
Japanese ODA policy 

Are the overall goal and the 
purpose of the Project consistent 
with Japanese ODA policy of for 
Laos? 

MOFA and JICA strategy/policy 
documents related to Laos 

Relationship with 
other development 
partner(s) 

Are there comparability/synergy 
between the Project (JICA) and 
other development partner(s) in 
the field of riverbank protection 
in Laos? 

 Interview to the project 
members from Lao side 

 Interview to other development 
partners(i.e., WB, ADB, 
KOICA) 

Advantage of Japanese 
technology 
 

Do the Japanese experience, 
technology, techniques have the 
comparative advantage? 

Project preliminary study report 

Ef
fe

ct
iv

en
es

s 

Prospect of achieving 
the project purpose 

What is the possibility of 
achieving the project purpose 
before project termination? 

 Project progress report(s)  
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side 
What are the special measures 
taken in order to achieve the 
project purpose, if any? 

 Interview to the Japanese 
experts 

 Interview to the project 
members from Lao side 

Adequacy of 
cause/effect of the 
project purpose, 
outputs and external 
factors/important 
assumption(s) 

What is the achievement level of 
the project purpose in relation to 
achievement levels of the 
expected outputs and external 
factor(s)/important 
assumption(s)? 

 Interview to the Japanese 
experts 

 Interview to the project 
members from Lao side 

What are the external factor(s) 
and important assumption(s) in 
regard to the Project? 

 Project progress report(s) 
 Questionnaire 

Project management 
structure 

Are the monitoring structure, 
decision making structure, and 
communications adequate/ 
appropriate? 

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  
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Item Evaluation Question Source of Information Main Question Sub-Question 
Factor(s) might 
affected the 
achievement of the 
project purpose 

Are there any promoting factors 
for achieving the project 
purpose?  

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  
Are there any hindering factors 
for achieving the project 
purpose?  

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  

Ef
fic

ie
nc

y 

Achievement level of 
Outputs 

Are the expected outputs going 
to be realized as planned? 
 

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  
Is each output contributing to 
achieve outcome(s) of the 
Project? 

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  
Are the verifiable indicators set 
for the outputs adequate? 

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  
How are the manuals developed 
in the Project utilized by Lao 
side? 

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  
Timing of 
implementation of  
project activities and 
placement of inputs 
 

Are the dispatch timing of 
Japanese experts and other 
inputs adequate? 

 Project progress report(s) 
 Questionnaire 

Is the placement of the project 
members from Lao side timely 
and adequate? 

 Project progress report(s) 
 Questionnaire 

How is the procurement process 
of contractors managed? 

 Questionnaire 
 Interview to the project 

members from Lao side 
Appropriateness of 
quantity, quality, and 
time of inputs 

Experts, project members from 
Lao side 

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  
Equipment  Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side 
Training in Japan  Project progress report 

 Interview to the participants of 
training in Japan 
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Item Evaluation Question Source of Information Main Question Sub-Question 
Compliance What the Compliance policy of 

the Government of Lao PDR? 
 Questionnaire 
 Interview to the project 

members from Lao side 
Contributing and/or 
hindering factor(s) to 
increase efficiency 

Are there any contributing 
factor(s) to increase the project 
efficiency?  

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  
Are there any hindering factor(s) 
to increase the project 
efficiency?  

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  
Collaboration with 
other ODA project 

Were there any collaboration/ 
coordination with other JICA 
project(s), assistance of the 
Japanese Government, and/or 
other development partner(s) in 
the same or similar field? 

 Interview to the Japanese 
Experts 

 Interview to the project 
members from Lao side 

 Interview to any other 
concerned person(s) 

Im
pa

ct
 

Prospects of achieving 
the overall goal in 3-5 
years after project 
termination 

Is the achievement of the overall 
goal of the Project high? 

 Interview to the project 
members from Lao side 

 Questionnaire 
What are the external factors and 
the important assumptions? 

 Interview to the project 
members from Lao side 

 Questionnaire 

Su
st

ai
na

bi
lit

y 

Organizational and 
policy aspects 

Are the policies/act(s)/system(s) 
to sustain the project effects 
adequately in effect/place? 

 Interview to the project 
members from Lao side 

 Questionnaire 
Human resource 
aspect 

Is it like that that Lao side will 
allocate adequate person(s) to 
sustain the project effects after 
project termination? 

 Interview to the project 
members from Lao side 

 Questionnaire 

Financial aspect Is it likely that Lao side will 
allocate adequate funds to 
sustain the project effects after 
the project termination? 

 Interview to the project 
members from Lao side 

 Questionnaire 

Technical aspect Is the technology/technique(s) 
required for Lao side to sustain 
the project effects by itself 
adequately developed? 

 Interview to the project 
members from Lao side 

 Questionnaire 

Lessons learned from 
Phase 1 

What are the lessons learned 
from Phase 1 to secure project 
sustainability? 

 Interview to the Japanese 
Experts 

 Interview to the project 
members from Lao side 

 Interview to any other 
concerned person(s) 

 

別添資料

A2-2 

Item Evaluation Question Source of Information Main Question Sub-Question 
Factor(s) might 
affected the 
achievement of the 
project purpose 

Are there any promoting factors 
for achieving the project 
purpose?  

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  
Are there any hindering factors 
for achieving the project 
purpose?  

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  

Ef
fic

ie
nc

y 

Achievement level of 
Outputs 

Are the expected outputs going 
to be realized as planned? 
 

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  
Is each output contributing to 
achieve outcome(s) of the 
Project? 

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  
Are the verifiable indicators set 
for the outputs adequate? 

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  
How are the manuals developed 
in the Project utilized by Lao 
side? 

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  
Timing of 
implementation of  
project activities and 
placement of inputs 
 

Are the dispatch timing of 
Japanese experts and other 
inputs adequate? 

 Project progress report(s) 
 Questionnaire 

Is the placement of the project 
members from Lao side timely 
and adequate? 

 Project progress report(s) 
 Questionnaire 

How is the procurement process 
of contractors managed? 

 Questionnaire 
 Interview to the project 

members from Lao side 
Appropriateness of 
quantity, quality, and 
time of inputs 

Experts, project members from 
Lao side 

 Questionnaire 
 Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side  
Equipment  Interview to the Japanese 

experts 
 Interview to the project 

members from Lao side 
Training in Japan  Project progress report 

 Interview to the participants of 
training in Japan 
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